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札幌市議会第二部決算特別委員会記録（第２号） 

令和６年（2024年）10月４日（金曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 33名 

    委 員 長  丸  岡  守  幸       副 委 員 長  小須田  大  拓 

    委   員  高  橋  克  朋       委   員  こんどう  和  雄 

    委   員  細  川  正  人       委   員  よこやま  峰  子 

    委   員  北  村  光一郎       委   員  小  竹  ともこ 

    委   員  伴     良  隆       委   員  川  田  ただひさ 

    委   員  松  井  隆  文       委   員  藤  田  稔  人 

    委   員  山  田  一  郎       委   員  福  士    勝 

    委   員  村  上  ゆうこ       委   員  中  村  たけし 

    委   員  かんの  太  一       委   員  あおい  ひろみ 

    委   員  水  上  美  華       委   員  森    基誉則 

    委   員  篠  原  すみれ       委   員  福  田  浩太郎 

    委   員  丸  山  秀  樹       委   員  わたなべ  泰  行 

    委   員  小  口  智  久       委   員  森  山  由美子 

    委   員  小  形  香  織       委   員  田  中  啓  介 

    委   員  長  屋  いずみ       委   員  佐  藤    綾 

    委   員  荒  井  勇  雄       委   員  山  口  かずさ 

    委   員  脇  元  繁  之 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

    ────────────── 

●丸岡守幸委員長  ただいまから、第二部決算

特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、好井委員からはわたな

べ委員と交代する旨、届出がありました。 

 議事に先立ち、審査方法について確認いたしま

す。 

 質疑者、討論者及び答弁者は起立して発言する

こと、答弁を行う部長及び課長は冒頭に職及び氏

名を名のってから発言すること、なお、同一委員

への答弁が続く場合は最初だけでよいこととしま

す。また、質疑及び答弁は簡潔を旨とし、前置き

などは極力省き、内容の重複等も避けながら、定

められた審査日程のとおり進めることができるよ

うご協力をお願いいたします。 

 それでは、議事に入ります。 

 議案第１号 令和５年度札幌市各会計歳入歳出

決算認定の件中関係分ほか、付託議案６件を議題

といたします。 

 最初に、第６款 土木費 第１項 土木総務費

及び第２項 道路橋りょう費について、一括して

質疑を行います。 

●藤田稔人委員  私からは、生活道路の除排雪

について、そして、横断歩道橋のネーミングライ

ツについて、大きく２点質問させていただきま

す。 

 これまで、我が会派は、生活道路の除排雪の在

り方検討における地域と行政の役割分担について

議論を重ねてきたところです。 

 そこで、１点目、生活道路の排雪について、２

点目、かき分け除雪後の市民の雪処理負担への対
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応について、二つ質問をさせていただきます。 

 現在、パートナーシップ排雪などの排雪支援制

度は、生活道路全体の約７割で利用されておりま

すが、残りの３割は制度を利用していない状況に

あります。 

 パートナーシップ排雪制度の問題点としては幾

つかございますけれども、まず、町内会の負担が

大変大きい、二つ目、町内会加入率の低い町内会

では排雪を実施できない、三つ目、排雪に入る町

内会と入らない町内会の差が大変大きい、四つ

目、同じ町内会の中でも、町内会に加入している

世帯は費用を負担するが、加入していない世帯は

費用を負担しないなど、数多く挙げられるかと

思っております。 

 町内会の負担軽減や地域住民の不公平感の払拭

に取り組まなければならないと認識しておりま

す。 

 ちなみに、私の住む白石区では、地下鉄駅の真

上にある町内会で、ビルやマンションが多く、町

内会加入率が低く、パートナーシップ排雪を実施

しない傾向が強く、地下鉄駅周辺で人も車も交通

量が多いのに、駅前から一本裏の生活道路に入る

と全く排雪がされていないという状況にあったり

もします。 

 また、住宅街にある生活道路に囲まれた病院も

ございまして、そこの町内会がパートナーシップ

排雪を実施していないので、緊急車両の通行の妨

げになっているというような事例もございます。 

 さて、９月13日に開催されました第２回持続可

能な生活道路除排雪の在り方検討会において、札

幌市から、パートナーシップ排雪制度は制度化か

ら30年が経過し現状に合わなくなってきている部

分もある、仮にそれに代わるやり方としてどう

いったものが考えられるのか、検討して、次回、

提案したいとの説明がございました。 

 また、さきの代表質問では、市が全ての生活道

路を排雪することも含め、限りある予算、機材や

人材の中でどのような作業が可能なのか、引き続

き試験的な取組や市民議論を行ってまいるとの答

弁もございました。 

 代表質問の最後には、検討を進める上で、残り

の３割を札幌市が全部負担するという形にすれば

作業の質が落ちかねないと思いますので、もし全

ての排雪を札幌市が行うとなったときに市民の皆

さんに混乱を招く可能性がありますので、十分に

丁寧に説明をしていただきたいと要望させていた

だいたところです。 

 限りある人材や機材などを理由に、冬期の生活

環境や道路環境の質が極端に低下してしまうよう

では、市民の理解を得られないと思われ、市が全

ての生活道路を排雪することに向けた検討につい

ては、市民が十分に納得する形で進めていただき

たいと考えております。 

 そこで、質問ですが、札幌市が全ての生活道路

の排雪をすることを含め、今後どのように検討を

進めていくのか、お伺いさせていただきます。 

●茂木雪対策室長  札幌市が全ての生活道路を

排雪することを含め、今後どのように検討を進め

ていくのかということにつきましてお答えいたし

ます。 

 仮に、現在、排雪支援制度を利用していない残

り３割の地域を加え、全ての生活道路でパート

ナーシップ排雪と同様の作業を行うとした場合、

作業の効率化や除排雪体制の強化に向けた検討が

必要となります。 

 そこで、これまでも作業の効率化に向けて試験

的な取組を行ってきたところではありますが、今

シーズンは、より効率化が図れるよう、各地区で

対象エリアを広げて作業を実施するほか、地域ご

とに様々な除雪機械を組み合わせて作業を試すな

ど、どのような可能性があるのか、検証を進めて

まいる考えであります。 

 今後は、試験施工地域での作業の様子や道路状

況の移り変わりを写真や映像などによりまして市

民に対し分かりやすく情報発信しながら、生活道

路の除排雪の在り方について、市民議論を深めて

まいりたいと考えております。 

●藤田稔人委員  生活道路の排雪については、
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町内会の負担軽減と地域住民の不公平感の払拭と

いう観点から検討を進め、市民に混乱を招くこと

のないよう丁寧に説明し、市民が十分に納得する

形で進めていただきたいと考えております。 

 また、ただいまの答弁の中で、除排雪業者の作

業の効率化、そして、作業体制の強化ということ

もございましたけれども、今、答弁があったとお

り、札幌市が全ての生活道路の排雪を実施すると

いうことでありましたら、除排雪業者の負担も増

える可能性がございますので、事業者をはじめ、

関係団体からしっかりとご意見を聞いていただき

たいと考えております。 

 次に、生活道路のかき分け除雪後の市民の雪処

理負担への対応について質問いたします。 

 札幌市の新雪除雪は、一晩で5,400キロにも及

び、市民の通勤・通学の時間帯までに作業を終わ

らせる必要があるため、深夜から早朝にかけて一

斉に道路脇に雪を寄せる、かき分け除雪を行って

います。そのため、市の除雪作業後に宅地の出入

口前に寄せられた雪の処理は市民の皆様が行って

いるところです。 

 さきに開催された第２回在り方検討会では、市

民から寄せられる苦情や要望の中で、かき分け除

雪後の雪処理に関するものが毎年上位を占めてい

るとの説明がございました。 

 今後、市民の高齢化の進行などから、雪処理を

負担に感じる方や、自力で処理することが困難な

方はますます増加することが予想され、そうした

方々の負担軽減に向けた取組が重要になってくる

と考えております。 

 検討会では、札幌市から、今後、自力で除雪作

業が困難な世帯を対象に活動している学生ボラン

ティア団体の取組に着目し、雪処理の検討を進め

るものとの説明もございました。 

 そこで、質問ですが、かき分け除雪後の出入口

前の雪処理負担への対応に向けて、ボランティア

との連携についてどのように考えているのか、お

伺いさせていただきます。 

●茂木雪対策室長  出入口前の雪処理の負担へ

の対応に向けたボランティアとの連携についてお

答えいたします。 

 かき分け除雪後の雪処理につきましては、雪対

策における市民と行政の協働の取組としまして市

民にご協力をお願いしてきたところであります

が、高齢化の進行もあり、出入口前の雪処理が困

難な世帯も増えておりますことから、そのような

方々への支援が必要であると認識しております。 

 現在、自力で雪処理作業が困難な方の中には福

祉除雪事業をご利用いただいている方もいるとこ

ろでございますが、作業を行う地域協力員の担い

手確保や様々な除排雪ニーズへの対応が課題に

なっているところであります。 

 そこで、今後は、かき分け除雪後の出入口前の

雪処理負担の軽減に向けた一つの取組としまし

て、学生や企業による様々な除雪ボランティアの

活動とどのような連携が可能か、在り方検討会で

の意見も踏まえながら、調査検討を進めてまいり

たいと考えております。 

●藤田稔人委員  学生や企業のボランティアと

連携していくということでございましたので、ぜ

ひ、若い世代を活用しながら、こういったボラン

ティアの体制も整備していただきたいと考えてお

ります。 

 その反面、ただいまの答弁にもございましたと

おり、福祉除雪などにおいてもボランティアの不

足ということがございますので、各種除雪ボラン

ティア団体は担い手不足の課題を抱えている現状

もございます。活動を広めていくためには、有償

ボランティアなどによる対応も検討が必要かと思

いますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

 次に、大きな２項目め、横断歩道橋ネーミング

ライツについて質問させていただきます。 

 現在、全国の自治体では、公的施設の維持管理

の資金を調達することなどを目的にネーミングラ

イツを導入する例が増えてきており、自治体の歳

入確保策として定着してきた感があります。 

 札幌市では、今年度から、交通局において、市

電の停留場や地下鉄の駅名にネーミングライツを
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導入しております。公共施設でも、これまでに、

札幌市民ホールがカナモトホール、札幌市中央区

体育館が北ガスアリーナ札幌４６としてネーミン

グライツが導入されており、最近では、札幌ドー

ムが８月から大和ハウスプレミストドームとして

ネーミングライツが導入されたところでありま

す。 

 全国的なネーミングライツの導入例を見ます

と、その多くがスポーツ施設、文化施設、社会教

育施設を対象としていますが、近年、大都市を中

心に、横断歩道橋にネーミングライツを導入し、

一定の収入を得ていると聞いております。 

 横断歩道橋ネーミングライツについては、昨今

の物価高で道路施設の維持管理が高騰している

中、その維持管理費を調達する手段の一つとし

て、札幌市においても横断歩道橋を有効活用して

いくべきではないかと考えております。 

 そこで、質問ですが、これまでどのような調査

研究を進めてきたのか、その結果、札幌市で横断

歩道橋ネーミングライツを今後導入するお考えが

あるのかどうか、また、そのお考えがあるのであ

れば、いつ頃の導入を予定されるのか、お伺いさ

せていただきます。 

●藍原総務部長  横断歩道橋に対するネーミン

グライツの導入予定に関するご質問でございます

が、これまでに先行都市へのヒアリング調査や現

地調査を行いまして、導入に当たっての課題や財

政的効果などにつきまして調査研究を行ってきた

ところであります。 

 調査研究の結果、政令指定都市の半数以上の都

市で横断歩道橋に対するネーミングライツを導入

し、一定の収入を得ていること、また、名前を掲

出する企業にとりましても、社会貢献による企業

イメージの向上といった効果があるなど、横断歩

道橋ネーミングライツは自治体と企業の双方にメ

リットのある事業と考えております。 

 また、国道を管理する北海道開発局や交通行政

を管轄する北海道警察等の関係機関と協議をした

結果、導入に際しまして特段の支障はないことか

ら、札幌市におきましても令和７年度中に横断歩

道橋ネーミングライツを導入していきたいと考え

ているところでございます。 

●藤田稔人委員  自治体と企業の双方にメリッ

トがあるということで、令和７年度からの導入と

いうことでございますので、ぜひ積極的に進めて

いただきたいと考えております。 

 それでは、ネーミングライツを導入した場合、

どのような横断歩道橋が導入の対象になるので

しょうか。 

 例えばでございますが、白石区の南郷通に架か

る菊水歩道橋は、日本で一番古い円形歩道橋とさ

れており、ドラマや小説の舞台としても登場した

ことがございますし、白石と言えば円形歩道橋と

皆様が連想するぐらい名物ともなっております。 

 このような需要や広告効果が高いと考えられる

横断歩道橋を中心にネーミングライツを導入する

ことが効果的と考えておりますが、どのような横

断歩道橋を対象としようとしているのか、そのお

考えをお伺いいたします。 

●藍原総務部長  ネーミングライツの対象とす

る横断歩道橋についてのご質問でございます。 

 札幌市内にある横断歩道橋37橋のうち、まずは

需要が見込める都心部の横断歩道橋を対象に、こ

の中から、信号機や道路標識に及ぼす影響のほ

か、改修工事の時期等も考慮した上で対象となる

横断歩道橋を選定してまいりたいと考えておりま

す。 

 委員がご指摘の菊水横断歩道橋も含め、今後

しっかりと検討してまいります。 

●藤田稔人委員  需要が見込める都心部の横断

歩道橋と併せて菊水横断歩道橋ということで、ぜ

ひともご対応をよろしくお願いいたします。 

 先ほどの答弁にもございましたとおり、横断歩

道橋ネーミングライツは、企業にとって社会貢献

の場となり、市にとっても一定の収入が得られる

など、自治体と企業の双方にとってメリットがあ

る事業であることから、恐らく多くの企業が興味

を持つものと考えております。 
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 そこで、質問ですが、令和７年度から横断歩道

橋ネーミングライツを導入するに当たり、契約者

や契約金額はどのような方法で決定するのか、お

伺いさせていただきます。 

●藍原総務部長  横断歩道橋ネーミングライツ

の契約者や契約金額の決定方法についてのご質問

でありますが、事業者の決定に当たりましては、

公募により行うことを予定しておりまして、応募

者の中で最高額を提示した方と契約したいと考え

ております。 

 公募に当たりましては、横断歩道橋ごとに最低

契約額を設定する予定でありますが、この最低契

約額につきましては、横断歩道橋ネーミングライ

ツを導入しております他都市の状況を参考にする

とともに、市場調査なども行いまして、横断歩道

橋の所在地に応じた適切な金額を設定してまいり

ます。 

●藤田稔人委員  他都市では、建物内のホール

や教室、エレベーターやゲートなど、公共施設の

個別の設備にもネーミングライツを設定し、民間

企業がネーミングライツに参入しやすくしている

事例がございます。 

 公共施設の維持管理費が高まる中、ネーミング

ライツの対象を拡大することにより、少しでも札

幌市の収入を増やすとともに、民間企業が社会貢

献に参画する機会を増やすことも重要であると考

えております。 

 道路には、横断歩道橋以外にも様々な施設や設

備がございますので、そうしたものを有効活用す

るよう、今後も継続して調査研究していただきた

いと考えております。 

●篠原すみれ委員  私からは、残地等取得管理

費及び放置自転車対策推進費の大きく２項目につ

いて質問いたします。 

 まず、大きな１項目、道路事業などの残地の取

得と売払いについてです。 

 道路や街路などの新設、拡幅事業を行う際、事

業用地の取得に土地所有者の協力をいただくわけ

ですが、残った土地、いわゆる残地は、面積の減

少や形状によって価値が著しく下がったり、その

場所での生活の継続が困難となったり、様々な問

題が発生することがあります。 

 残地は、一定の基準を満たせば、補償費を払っ

たり、札幌市が残地を取得したりする方法がある

と聞いており、残地の取得は、事業に協力する土

地所有者の生活再建を支え、事業用地の円滑な取

得を目的とした必要不可欠な事業です。 

 あらかじめ、用地担当部に残地の取得基準につ

いて確認したところ、事業用地の取得によって生

じた残地は、従来利用していた目的で使用するこ

とが著しく困難であり、かつ、取得しないことが

土地所有者の生活再建上支障となると認められる

ときとのことでした。 

 一方で、残地の売払いに目を向けると、札幌市

が取得した残地は、本市や市民にとって必ずしも

必要があるものとは言えないのも現状です。 

 そこで、質問ですが、2023年度は、残地につい

てどの程度取得しているのか。その一方で、どの

程度の残地を売払いにしたのか。2023年度の残地

取得と売払いの状況について伺います。 

 さらに、その結果、どのような残地をどの程度

保有しているのか、残地の保有状況について伺い

ます。 

●島谷用地担当部長  私から、2023年度、令和

５年度の残地取得等売払い及び保有状況について

ご答弁申し上げます。 

 最初に、取得と売払いについての状況でありま

す。 

 令和５年度につきましては、石山・藤野通な

ど、街路事業の事業用地を取得する際に生じます

残地につきまして、件数にして６件、面積にして

合わせて671平方メートルを取得し、2,500万円ほ

どを支出したところでございます。 

 一方、売払いといたしましては、４件、面積に

して合わせて319平方メートルを売払い処分させ

ていただきまして、8,500万円を収入したところ

でございます。 

 続きまして、残地の保有状況についてでありま
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す。 

 先ほどの取得処分の結果、令和５年度末現在の

数字になりますが、全体として件数348件、面積

にして７万4,980平方メートルの土地を保有して

いるところでございます。そのうちの件数150

件、全体の割合にして４割程度の土地につきまし

ては、一定程度の面積があり、単独利用が可能な

土地でございますことから、事業の代替地として

利用するほか、順次、売払いを進めているところ

でございます。 

 そのほか、件数にして198件、全体の６割程度

の土地につきましては、いわゆる狭小地や不整形

地など、単独では利用が困難な土地でございまし

て、売払いが難しく進まない状況となっておりま

す。 

●篠原すみれ委員  保有している残地のうち約

４割は単独利用が可能であり、代替地として利用

するほか、順次、売払いを進めているとのことで

した。 

 その他の約６割については、土地の面積や形状

など、様々な制約があり、なかなか売払いにつな

がらないことは理解いたしました。 

 次に、今後の残地の活用についてです。 

 市内で保有する残地348件のうち、2023年度の

売払いが４件でした。件数だけを見ると少な過ぎ

るのではないかと感じます。厳しい本市の財政状

況を踏まえると、積極的に処分を進めるべきだと

考えます。 

 また、単独利用が困難な土地については売払い

が難しいとのことですが、ただ保有するのではな

く、何らかの活用を考えていくべきではないで

しょうか。 

 そこで、質問ですが、今後の残地の売払いを含

めた活用についてどのように取り組んでいくお考

えか、伺います。 

●島谷用地担当部長  今後の残地の売払いを含

めました活用についてご答弁申し上げます。 

 保有しております残地につきましては、事業の

代替地として今後も活用していきますほか、売払

いに向けまして、測量ですとか地下埋設物調査な

どの準備を着実に進め、毎年度の確実な売却につ

ながるよう、計画的に取り組んでまいりたいと考

えております。 

 また、単独利用が困難な狭小地や不整形地につ

きましては、隣接する土地所有者の方にご購入い

ただきますよう働きかけを継続的に行ってまいり

ます。 

 その上で、売払いが進まない残地につきまして

も、例えば、駐車場ですとか資材置き場などとい

たしまして、事業者や個人の方へ貸付けを行うな

ど、有効活用に努めてまいります。 

 あわせまして、これらの取組を通じ、安定的な

収入を確保してまいりたいというふうに考えてご

ざいます。 

●篠原すみれ委員  様々な取組について答弁が

ございました。 

 土地の所有者の協力なくしては事業用地の取得

はできません。道路や街路事業への協力者など、

用地の提供によって生活再建が困難となる方への

対応は、特に慎重かつ丁寧に行っていただきたい

です。 

 一方、本市の財政状況という観点で言うと、活

用されていない残地を保有し続けるのは負の財産

とも言えます。計画的な売払いや有効活用を積極

的に行っていただきたいです。 

 事業用地に係る残地の取得、売払いは、事業の

円滑な推進はもちろん、事業に協力した市民の生

活再建を支え、本市のよりよいまちづくり、住み

やすい環境づくりに資する事業です。 

 近隣の住民や市民の理解を得ながら着実に事業

を進めていただくことを要望いたしまして、この

質問を終わります。 

 続きまして、大きな２項目めの質問、放置自転

車対策について質問いたします。 

 まずは、大通地区における放置自転車対策と効

果についてです。 

 札幌市の都心部においては、これまで段階的に

駐輪場の整備と放置禁止区域の指定を進め、積極
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的に放置自転車対策に取り組まれてきました。 

 2022年４月には、西２丁目線地下駐輪場の整備

に合わせ、東西は創成川通から札幌駅前通周辺ま

で、南北は大通公園から国道36号までを放置禁止

区域に指定されています。 

 また、2023年６月には、南２西３地下駐輪場の

整備に合わせて、札幌駅前通よりもさらに西側の

西７丁目線までを放置禁止区域に指定するなど、

ここ数年、大通地区の対策に取り組まれておりま

す。 

 放置禁止区域に指定する前の大通地区は、たく

さんの放置自転車が歩道を塞ぎ、通行の妨げに

なっていることが課題となっておりました。しか

し、放置禁止区域に指定し、放置自転車を即時撤

去することになったことで、市民や観光客が快適

に歩道を通行できるようになり、まちの景観も大

きく改善したように見受けられます。 

 そこで、質問ですが、大通地区における駐輪場

の整備と放置禁止区域の指定によって、放置自転

車が具体的にどのように変化したのか、伺いま

す。 

●藍原総務部長  大通地区における放置自転車

対策と、その結果、放置自転車がどのように変化

したのかとのご質問でございます。 

 大通地区におきましては、2022年４月の西２丁

目線地下駐輪場の供用開始に合わせて、その周辺

を新たに放置禁止区域に指定したことによりまし

て、この区域における放置自転車は、指定前に

1,083台であったものが、指定後は73台と大きく

減少いたしました。 

 また、2023年６月には、南２西３地下駐輪場の

供用開始に合わせまして、放置禁止区域を札幌駅

前通よりもさらに西側へ拡大したことにより、こ

の区域における放置自転車は、指定前に793台で

あったものが、指定後は57台と大きく減少してお

ります。 

 いずれの区域におきましても、放置禁止区域を

指定したことにより、放置自転車が大きく減少

し、安全で快適に通行できる歩行空間を確保する

ことができたと考えております。 

●篠原すみれ委員  大通地区においては、駐輪

場の整備と放置禁止区域の拡大によって放置自転

車の台数も大きく減少し、快適な歩行空間が確保

されるなど、大きな効果が出ていることが分かり

ました。 

 しかしながら、放置自転車がなくなったわけで

はないため、自転車を利用する人の意識を高めて

いただくなど、引き続き、都心部の放置自転車対

策に取り組んでいただきたいと思います。 

 今お伺いしたのは都心部における取組でした

が、次に、放置自転車の撤去や返還、処分の状況

について質問いたします。 

 都心部以外の地下鉄やＪＲの駅周辺において

も、放置が著しく駐輪場整備が可能となった箇所

から整備と放置禁止区域の指定を進め、現在、市

内で29か所の放置禁止区域が指定されておりま

す。 

 自転車の撤去については、放置禁止区域におけ

る即時撤去のほかにも、路上への３日以上の放

置、有料駐輪場への不正駐輪、駐輪場内での長期

放置に対する撤去も行われております。 

 事前に確認したところ、１年間の撤去台数は、

2019年以前は、全市で年間１万6,000台から１万

7,000台程度であったが、2020年以降は１万台前

後で推移しているとのことでした。 

 これまで、駐輪場が不足している地域で駐輪場

整備を進め、駐輪マナーの周知啓発や撤去の取組

を強化してきたことにより、放置自転車の台数と

ともに撤去台数が大きく減少したとのことであ

り、とてもいい傾向だと思います。 

 大きく減少したものの、それでもなお年間１万

台を超える数の自転車が撤去されているのが現状

です。 

 利用者本人への返還がおおむね４割程度で、残

りは処分されていると聞いております。 

 そこで、質問ですが、撤去した自転車のうち、

返還に至らなかった自転車をどのように処分され

ているのか、伺います。 
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●藍原総務部長  撤去した放置自転車の返還や

処分の状況についてのご質問でございます。 

 撤去した自転車につきましては、委員がご指摘

のとおり、４割程度が利用者本人への返還や盗難

自転車の警察への引き渡しとなっております。引

き取り手のない６割の自転車のうち、状態の悪い

自転車につきましては廃棄処分をせざるを得ない

状況でございますが、活用が可能なものにつきま

しては、入札による売却のほか、留学生支援団体

等への譲渡などを行っており、これが全体の約２

割を占めているところであります。 

 今後も、撤去した自転車が有効に活用されるよ

うに努めてまいります。 

●篠原すみれ委員  撤去自転車の処分状況につ

いて理解いたしました。 

 年間１万台の自転車を撤去するのには費用がか

かります。その上、大量の自転車の保管や売却や

譲渡などの活用に至らなかった自転車を処分する

ための費用など、様々な経費がかかっているのが

現状と思います。 

 撤去自転車については、引き続き有効活用を

図っていただきたいです。 

 また、これまでの取組の成果として、放置自転

車や撤去自転車が減少してきているとのことでし

たが、いまだに年間１万台の自転車が撤去されて

おります。駅周辺を見ても、まだまだ放置自転車

が多い地域がございます。 

 そこで、最後の質問ですが、今後も放置自転車

対策に取り組んでいく必要があると思いますが、

どのように進めていくのか、伺います。 

●藍原総務部長  今後の放置自転車対策につい

てのご質問でございます。 

 これまで駐輪需要の多い都心部やそれ以外の地

下鉄、ＪＲ駅周辺におきまして公共駐輪場の整備

を進めてまいりましたが、依然として駐輪容量が

不足し、放置自転車が多い地区がございます。し

かしながら、地下鉄等の駅周辺におきましては、

新たに駐輪場を整備する用地を確保することが容

易ではないことから、まちづくり等の計画に合わ

せて整備をするほか、既存の駐輪場を２階建てに

するなどの工夫によりまして容量の拡充を図るな

ど、様々な手法により駐輪場の容量を確保してま

いりたいと考えております。 

 また、放置自転車の多い地区におきましては、

重点的に撤去を行っていくとともに、駐輪場の利

用を促すための啓発活動にもより一層力を入れて

取り組んでいくことで、今後も放置自転車の抑制

に努めてまいります。 

●篠原すみれ委員  駐輪場の整備などのハード

面、そして、撤去の重点化や啓発活動のソフト面

の両輪でしっかり進めていくとのことでした。 

 都心部を中心に放置禁止区域の整備と撤去の取

組を強化されてきたことにより大きな効果が現

れ、歩道の環境はこの四、五年で大きく改善さ

れ、歩行者が歩きやすくなるなど、望ましい状況

になっていると感じます。 

 一方、放置自転車対策については、災害時に避

難や緊急車両の通行など、平時のみならず、有事

の際の安全性の確保という重要な目的もあり、加

えて良好な景観を形成するためのまちづくりの一

環でもあります。 

 そのためにも、放置禁止区域を指定した箇所に

ついての周知啓発を続け、放置自転車の抑制に対

する市民一人一人の意識を高めることが肝要で

す。 

 今後、都心部のみならず、それ以外の地下鉄等

の駅周辺においても、需要に応じて駐輪場の整備

を行い、撤去や啓発活動など、放置自転車対策を

効果的に進めていただくことを要望し、私からの

全ての質問を終わります。 

●小口智久委員  私からは、自転車通行空間の

整備について、ＬＩＮＥを活用した道路損傷など

の通報システムについて、建設現場におけるＩＣ

Ｔの活用の三つについて、順次、質問をさせてい

ただきます。 

 まず、自転車通行空間の整備についてです。 

 都心部では、自転車の車道通行率が矢羽根型路

面表示の整備が進んだことにより、整備前の約
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10％から約40％に向上するなど、一定の整備効果

が表れております。 

 今年度には、都心部に追加して郊外駅周辺でも

自転車通行空間に関する整備計画を策定予定との

ことであり、現在、鋭意作業中であることは承知

しております。 

 本年の第１回定例会代表質問において、我が会

派の熊谷議員が、今後の郊外における自転車通行

空間の整備について質問をしておりますが、札幌

市からは、地下鉄駅等の駅周辺地区を対象とし

て、利用者の多い地区から効果的・効率的に整備

を進めるとの答弁でした。 

 また、整備に当たって、矢羽根型路面表示の施

工方法や使用材料の見直しなど、整備コストの縮

減化の検討を行うとともに、自転車が通行しやす

いよう道路空間の再配分による路肩幅員の確保に

向けた検討を行うとの答弁でした。 

 この矢羽根型路面表示の整備は、自転車の通行

環境を整えていく上で有効な施策でありますが、

駅周辺における自転車の車道通行率が向上するこ

とにより、自転車と歩行者の安全・安心な通行環

境を確保していくことが重要であると考えます。 

 そこで、質問ですが、郊外駅周辺において矢羽

根型路面表示の整備を具体的にどのように進めて

いく考えか、伺います。 

●藍原総務部長  郊外駅周辺における矢羽根型

路面表示の整備の進め方についてのご質問でござ

います。 

 郊外におきましては、公共交通機関へ乗り継ぐ

自転車利用者が多いことから、札幌市内の地下鉄

及びＪＲの全ての駅を整備対象地区といたしまし

て、自転車の乗入れ台数や駅の乗車人員、自転車

関連の事故件数、地域のニーズ、こういったこと

を総合的に評価いたしまして、優先順位を定め、

整備を行っていきたいというふうに考えておりま

す。 

 また、整備に当たりましては、歩行者や自転車

が集中する駅の中心からおおむね半径500メート

ルの範囲の幹線道路を対象路線としまして、順

次、整備を行い、よりよい通行環境の実現を目指

してまいります。 

●小口智久委員  今、答弁いただきましたけれ

ども、郊外駅周辺における矢羽根型路面表示の整

備については、市内全駅の周辺地区を整備対象地

区として、自転車の乗入れ台数や駅乗車人員、地

域ニーズなどを総合的に評価して、優先順位を定

め、整備を進めるということでございました。 

 また、駅からおおむね半径500メートルの範囲

における幹線道路を対象路線として、順次、整備

を進めていくということでございました。 

 都心部及び郊外駅周辺地区における矢羽根型路

面表示の整備については、歩行者や自転車の安全

性、快適性の向上の観点から、地域ごと、路線ご

との交通状況や道路状況等を踏まえて、道路空間

の再配分や整備コストの縮減化などの取組と併せ

て実施することにより、自転車の利用促進など、

様々な整備効果が期待されます。 

 沿道に家屋等が立ち並ぶ市街地では、道路拡幅

ではなく、道路空間の再配分、いわゆる既存道路

内で空間を捻出するといった工夫により、必要な

路肩の幅員を確保し、自転車の通行空間を整備す

ることも重要な取組であると認識しております。 

 さらに、限られた予算の中で整備コストの縮減

化を図ることは、多くの路線の整備を加速させる

ことにつながり、効果的・効率的に施策を展開さ

せるためにも必要な視点であると考えます。 

 そこで、質問ですが、道路空間の再配分や矢羽

根型路面表示の整備コストの縮減化の取組につい

て、今後、具体的にどのように進めていくのか、

伺います。 

●藍原総務部長  道路空間の再配分や整備コス

トの縮減化の具体的な取組についてのご質問でご

ざいます。 

 初めに、道路空間の再配分につきましては、自

動車の交通量に応じて、例えば、車線の幅を縮小

することなどによりまして自転車が安全に通行す

るために必要な路肩幅員を確保していくといった

ことを考えております。 
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 今後は、道路空間の再配分による整備の可能性

を判断するため、交通量調査を行い、その結果に

基づき対象路線を選定した上で、警察などの関係

機関と協議を進めてまいります。 

 また、矢羽根型路面表示の整備コストの縮減化

につきましては、現在10メートルの設置間隔を広

くするといったことや、安価な使用材料や施工方

法についての検討を行っておりまして、さらに

は、他都市の事例なども参考にしながら、整備コ

ストの縮減化に取り組んでまいります。 

●小口智久委員  交通量の調査をしながら道路

幅の再配分を考えるということと、矢羽根の10

メートル間隔をまた広げるとか、材料を安価なも

のに、また、先進事例、施工事例もいろいろと調

査していくという答弁でございました。 

 矢羽根型路面表示が整備される地区の増加によ

り、今後、郊外駅周辺においても徐々に自転車の

車道通行率が向上していくことを期待しておりま

す。 

 また、この取組が市内全域で展開され、自転車

利用者のルール、マナーの向上とともに、ドライ

バーや自転車の車道通行の認識など、全ての道路

利用者にとって安全で快適な空間となるよう、今

後も継続して自転車通行空間の整備を推進してい

くことを要望して、次の質問に移ります。 

 続きまして、ＬＩＮＥを活用した道路損傷など

の通報システムについて質問いたします。 

 札幌市では、本年５月27日から、道路損傷を発

見した際に、写真と位置情報を各区の土木セン

ターに送信できるよう、札幌市公式ＬＩＮＥに機

能を追加して運用を開始しておりますが、市民の

方が現場の状況を分かりやすく、タイムリーに情

報提供できるため、市民の安心・安全につながる

大変効果的な取組であると考えております。 

 これまでは、通報手段が主に電話になっており

ましたが、道路損傷を発見した際、どのように状

況を伝えるとよいのかと通報をためらう市民もい

たかもしれませんが、ＬＩＮＥという身近なアプ

リの採用により、撮影した画像を送るだけという

ように通報しやすくなり、さらに24時間通報が可

能となった点も非常に大きいと評価をしておりま

す。 

 行政側も日々、道路をパトロールし、損傷箇所

の把握に努めておりますが、それを全て発見する

ことは極めて困難であると思われます。市民の皆

様が得た情報を道路の維持管理に生かすことがで

きる、とても前向きな取組と考えます。 

 そこで、質問ですが、ＬＩＮＥによる道路損傷

通報システムを導入した目的と運用状況につい

て、件数を含めて教えていただきたいと思いま

す。 

●藍原総務部長  ＬＩＮＥを活用した通報シス

テムの導入目的と運用開始後の状況についてのご

質問でございます。 

 初めに、導入目的についてでありますが、札幌

市では、日々道路パトロールを行い、道路損傷箇

所の把握、補修に努めているところであります

が、委員がご指摘のとおり、パトロールで全ての

損傷箇所を把握することは困難な状況でございま

す。そのため、市民の皆様から情報提供を受ける

手段を増やすことで、これまで以上に損傷箇所を

把握し、適正な道路の維持管理につなげることを

目的としております。 

 次に、運用開始後の状況でありますが、本年５

月27日の運用開始後、８月末までに累計で431件

の通報があり、そのうち273件について、補修等

の対応を行ったところであります。 

 ＬＩＮＥ通報では、画像や位置情報についても

送信することが可能でありまして、従来の電話や

メールに比べより手軽に通報することができるた

め、多くの市民の皆様から情報が寄せられたとこ

ろであります。 

 これらの通報に対しまして、適切に補修対応す

ることで、安全に通行できる道路環境の確保に寄

与できたと考えているところであります。 

●小口智久委員  通報を受けて適切に対応する

ということで、非常に有意義だったんじゃないか

と思います。 
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 そういう中で、市民目線の新たな気づき、また

は見落としやすい点など、参考になったこと、損

傷の多い時期、また多い地域もあったのではない

かと思いますので、その辺も今後解析をしていた

だければと思います。 

 ところで、この通報件数については431件、対

応件数は273件とのことでしたので、数字だけを

見ますと通報件数の全てに対応できていないよう

に思われます。通報を受けても対応できないこと

があるのか、あればその理由を教えていただきた

いと思います。また、通報した方はその理由を知

り得るのか、併せてお答えいただきたいと思いま

す。 

●藍原総務部長  通報があっても対応できない

場合があるのか、また、対応できない場合、通報

者がその理由を知り得るのかとのご質問でござい

ます。 

 初めに、通報があっても札幌市が対応できない

場合でございますが、道路の損傷箇所が民有地や

国道区域といった場合などでございます。 

 次に、対応できない理由を通報者が知り得るの

かということでありますが、現在、その理由につ

いてはお知らせをしておりません。この点につき

ましては、今後の運用状況や同様のシステムを導

入しております国や他都市の状況も参考にしなが

ら、どのような対応ができるのか、調査研究をし

てまいります。 

●小口智久委員  通報を受けても札幌市が対応

できない理由、それは、民有地、国有地などとい

うことです。 

 また、今、通報した方が、未対応の場合、その

理由を知り得ることができない状況にあるという

ことですけれども、今後、他都市事例等を参考に

しながら改善していただければと思います。 

 通報したときになぜ対応してくれないのかとい

うことは、市への不信感にもつながったり、声が

上がらなくなったり、そういうような懸念もござ

いますので、今の答弁にあったように、この運用

状況を見ながら、他都市の状況も参考にして、ぜ

ひとも、より使いやすく、理解していただきやす

くなるよう改善を要望して、最後の質問に移りま

す。 

 建設現場におけるＩＣＴの活用について質問い

たします。 

 地域の守り手である建設業は依然として人材不

足が慢性化しており、即効性のある対策はほとん

どなく、大変厳しい状況が続いております。 

 将来にわたって建設業の体制を維持していく打

開策の一つとして、建設現場における生産性向上

が重要と考え、我が会派では、さきの代表質問に

おいて、ＩＣＴを活用した生産性向上について取

り上げてまいりました。 

 ＩＣＴの活用により生産性の向上が期待できる

のはもちろん、現場経験が少ない方でも作業が容

易になるため、結果として多様な人材の活躍につ

ながるものと考えております。 

 また、近年の課題として、建設現場では、新規

に採用した人材の指導や教育に以前のように時間

をかけることができず、育成に苦労しているとも

伺っております。 

 ＩＣＴ技術を用いることで、出来形の見える化

や工事中の現場状況、例えば、掘削工事中での土

質の変化、埋設物や地下水に当たったときなどを

３次元の映像で可視化することで、知識や経験が

少ない方でも現場で起こることを簡単にイメージ

できるようになり、直面する問題に対する心構え

や事前に上司に指導を受けることができるなど、

心理的なおそれがなく現場に立ち向かえるように

なるというメリットがあり、現在の人材育成に

は、このようなＩＣＴを使った手法が有効ではな

いかと考えております。 

 そのためにも、工事図面の３次元化や設計デー

タの利活用など、ＢＩＭ／ＣＩＭの導入を積極的

に進めていくべきと思われますが、現状として

は、２次元図面を用いた従来の施工方法が一般的

となっております。 

 今後、建設現場で３次元化を進めるには、ま

ず、国土交通省が導入を推奨しているＩＣＴ活用
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工事の普及と拡大が必要と考えますが、札幌市発

注工事においては、大規模現場での活用事例がほ

とんどであり、全体として導入が進んでいないと

お聞きしております。 

 本年の予算特別委員会におきまして、ＩＣＴ活

用の普及の取組に関して、国や北海道が採用して

いるＩＣＴ施工プロセスの一部のみを行う簡易型

モデルについて私が質問したところ、市としても

採用を検討する旨の回答があり、今年度から実施

していると伺っております。 

 そこで、質問ですが、令和６年度におけるＩＣ

Ｔ活用工事の実施状況及びＩＣＴ活用の普及に向

けた市の取組について伺います。 

●浜岸道路工事担当部長  令和６年度における

ＩＣＴ活用工事の実施状況及び普及に向けた取組

についてお答えいたします。 

 ＩＣＴ活用工事として発注した工事の実施状況

につきましては、昨年度と同様の50件の発注に対

し、現時点で委員がご指摘の簡易型モデルも含め

まして27件実施しているところでございます。 

 しかしながら、このうち中小企業が施工する小

規模工事につきましては、生活道路整備工事10件

に対して実施件数が４件と少ない状況になってご

ざいます。 

 こうしたことから、普及に向けた市の取組とい

たしましては、建設局として、ＩＣＴホームペー

ジを開設し情報発信するとともに、サポート窓口

を設置し、制度の説明や現場導入時の技術相談を

実施しているところでございます。 

 加えまして、今年度から企業向けのＩＣＴ研修

を開始しており、未経験者にＩＣＴ機材を体験し

てもらう初級編と、工事現場でのＩＣＴ施工を想

定した実践的な中級編を開催するなど、主に施工

経験がない企業を対象とした支援を行っていると

ころでございます。 

●小口智久委員  ＩＣＴ活用工事に関しては、

もう２か年連続で50件発注しておりますけれど

も、実施状況としては、大規模工事が中心で、小

規模工事では導入がまだ進んでいないという旨の

回答でございました。 

 また、市として建設現場へのＩＣＴ施工普及に

向けまして、ホームページで情報発信、企業への

サポート、技術者を支援する研修開催など、それ

は初級から中級と、そういうようなことを様々工

夫しながら、企業がＩＣＴ施工を取り組める環境

整備に努めているということが分かりました。特

に、ＩＣＴ機器を実際に使用していただき、ＩＣ

Ｔに対する抵抗感や疑問を解消していくという意

味で、この研修というものは非常に効果があるも

のと考えます。 

 このように、企業へのサポートや研修を行うに

当たり、関係者から様々な意見や課題を伺うこと

もあるかと思います。ＩＣＴを現場で有効に活用

してもらうための課題がどこにあるのか、企業の

意見なども踏まえ分析した上で対策を講じていく

必要があると考えます。 

 そこで、質問ですが、企業からどのような意見

が寄せられているのか、また、ＩＣＴ導入に当

たっての課題は何か、伺います。 

●浜岸道路工事担当部長  各企業の意見及びＩ

ＣＴ導入に当たっての課題についてお答えいたし

ます。 

 各企業からの意見としては、特に、中小企業で

ＩＣＴ施工の導入が進んでおらず、ＩＣＴの導入

を何から取り組むべきか分からない、導入による

効果が分かりづらいなどの意見が多くございまし

た。 

 ＩＣＴ導入に当たっての課題としては、生活道

路のような市街地整備における工事において作業

スペースが狭く、また、施行に必要な３次元座標

データが送受信しづらいなど、ＩＣＴ建設機械に

よる施工が難しいことが挙げられます。 

 ＩＣＴ機材としては、このほか、市街地によっ

て飛行制限があるドローンや、広い現場を一度に

計測することができるが、データ処理に時間がか

かるレーザースキャナーなど、複数の選択肢があ

り、企業において現場に適した機材が分かりづら

い状況になっていることも課題と考えておりま
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す。 

●小口智久委員  ＩＣＴの工事というのは、測

量、ＩＣＴ対応建機での施工、また、データ納品

など、幾つかのプロセスで構成されていくのです

けれども、今の答弁によりますと、ＩＣＴの導入

の方法、また、その効果が分かりづらい、理解し

にくいという心理的な課題があるということ、ま

た、札幌市が数多く発注している市街地部での工

事については、狭いという部分も非常にあります

ので、ＩＣＴ機械の導入が難しい、また、他のＩ

ＣＴ建機についても現場条件に合ったものを選択

することが難しいということでございました。 

 今後、業界全体にＩＣＴを普及していくために

は、これらの課題の解決は必須であると思いま

す。 

 また、ＩＣＴ施工については、各企業とも手探

りの状況であり、市は発注者として積極的に普及

に向けて支援を行うべきと考えます。 

 そこで、質問ですが、さらなるＩＣＴ推進に向

け、ＩＣＴ導入に当たっての課題に対し、市とし

て今後どのように取り組んでいくのか、伺いま

す。 

●浜岸道路工事担当部長  今後のＩＣＴ推進に

向けた取組についてお答えいたします。 

 ＩＣＴの経験がない企業に対しては、どのよう

な場面でどんな技術が使えるのか分かりやすく示

すことが必要であり、また、省人化や時間短縮な

ど、技術者が現場でメリットを実感できる作業に

導入を促すことが重要と考えているところでござ

います。 

 そのため、当面、ＩＣＴ建設機械での施工にこ

だわらず、まずは、誰もが操作しやすい簡易なＩ

ＣＴ測量機材を中心に活用することが有効と考え

てございます。 

 現在、その効果を検証しているところであり、

今後は、その結果を踏まえまして、企業が使いや

すい新たなＩＣＴ活用工事のモデルを取りまと

め、次年度工事からの適用に向け検討してまいり

たいと考えてございます。 

●小口智久委員  今後に向けてということでご

ざいました。大変難しいことでございますけれど

も、技術を示していったり、メリットを示す等、

様々な努力をしながら、そしてまた、新たな取組

としてのＩＣＴのモデルを検討しているというこ

とでございましたので、しっかりとお願いしたい

と思います。 

 また、本年からは、時間外労働の規制が始まる

など、建設現場の生産性向上はますます重要と

なっております。建設現場における働き方改革や

生産性の向上の取組に関し、現在、市が検討中の

次期さっぽろ建設産業活性化プランに盛り込むな

ど、様々な施策を組み合わせながら、ＩＣＴを活

用した人材育成に一歩踏み込んで推進していただ

きたいと思います。 

 インフラ整備や防災意識など、建設業界に寄せ

る期待がますます高まる中、札幌のまちの未来を

担っていただける方を一人でも多く育成できるよ

う札幌市に要望して、私からの全ての質問を終わ

ります。 

●長屋いずみ委員  私からは、生活道路の除排

雪について、１点質問いたします。 

 我が党は、生活道路のパートナーシップ排雪制

度について、町内会からの費用負担はもう限界と

いう実態や声を紹介しながら、本市の責任で地域

住民の負担の軽減を繰り返し求めてまいりまし

た。 

 高齢化が進行し、物価の高騰や設計労務単価の

上昇などにより町内会の負担額が引き上がると同

時に、デイサービスや宅配利用が増加し、生活道

路の徹底した除排雪へのニーズは一層高まってお

ります。 

 先日の本会議においても、生活道路への対応も

含め、行政の役割をどのように考えているのかと

の問いに、副市長は、パートナーシップ排雪制度

の様々な課題があるとし、行政が担うべき役割を

見直す必要に触れ、札幌市が全ての生活道路を排

雪することも含めとご答弁されるに至りました。 

 そこで、質問いたします。 
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 全ての生活道路を排雪することに言及されまし

たが、それは本市が地域負担を軽減あるいはゼロ

にするということを在り方検討会の中で考えてい

るということなのか、お伺いいたします。 

●茂木雪対策室長  持続可能な生活道路除排雪

の在り方検討会の中で、パートナーシップ排雪の

地域負担を軽減あるいはゼロにすることを考えて

いるのかというご質問かと思います。 

 物価の高騰などによりまして、費用負担の増加

は在り方検討会の中でも課題の一つとして共有さ

れているところでございます。 

 パートナーシップ排雪は、制度化から30年以上

が経過しておりまして、在宅介護サービスや宅配

の増加などに伴い、生活道路における市民ニーズ

も変化してきております。そのため、札幌市が全

ての生活道路を排雪することも含め、限りある予

算、機材や人材の中で、今後どのような作業が可

能なのか、検討を進めているところであります。 

 したがいまして、地域負担の在り方につきまし

ては、そういった検討の進捗に伴いまして議論さ

れていくものであると考えております。 

●長屋いずみ委員  議論の進捗によってという

ことでしたけれども、地域負担をゼロにする、こ

ういった方向で進めていただきたいと思います。

各区、二、三地域で試行した実証実験では、かき

分け除雪を排雪除雪にしたり、作業後の道路幅を

狭くして排雪する雪の量を抑制してみたり、道路

幅を広めにする代わりに圧雪を多くしたりと試行

が続けられましたけれども、市民からは危険だか

ら何とかしてほしいということです。市民は生活

道路にも雪を残さない除排雪を願っております。

市民負担をなくして、冬場の生活道路の環境をよ

くしてほしい、この市民の願いに応えていただき

たいと申し述べて、質問を終わります。 

●荒井勇雄委員  質問に入ります前に述べさせ

ていただきます。 

 先ほど、藤田委員が質問されておりました横断

歩道橋のネーミングライツにつきましては、我が

会派の波田議員が、以前、この場で提案させてい

ただいたことが記憶に新しいところでございま

す。これにつきまして、早速取り組んでいただけ

るということで理事者に感謝をぜひとも強く申し

上げろと前我が会派会長の脇元議員より厳命いた

だきましたので、この場で強く申し上げさせてい

ただきたいと思います。（発言する者あり） 

 それでは、私の質問テーマでございますが、本

日は、除雪におけるＤＸの活性化とその取組につ

いて質疑をさせていただきたいと思います。 

 本年６月12日、６月13日にアクセスサッポロで

開催されました北海道土木・建築未来技術展

2024、建設ＤＸの展示会において、私自身、会場

に足を運び、説明を受けてまいりました。20年か

ら30年の熟練除雪技術者のオペレーターの技術を

そのままＡＩ技術に落とし込み、経験の浅いオペ

レーターが乗車して監視を行い、自動運転３のレ

ベルで除雪が行えるということでございました。 

 この技術革新は、昨今課題になっている建設業

の担い手不足の解消や技術の継承に大きく寄与し

ていくものと私は大変期待をしております。 

 そこで、質問ですが、除雪業者の担い手不足の

解消や除排雪作業に関する技術を継承するために

どのような取組を行っているのか、お伺いいたし

ます。 

●茂木雪対策室長  除排雪における担い手不足

の解消、それから、技術継承に向けた取組につい

てお答えいたします。 

 札幌市では、担い手不足の解消につながる取組

といたしまして、助手を同乗させる代わりにバッ

クカメラやセンサーなどの安全補助装置をつけた

１人乗り可能な除雪機械の導入を進めているとこ

ろでございます。また、稼働している1,400台の

うち約800台にＧＰＳ端末を設置して走行軌跡な

どのデータを取得し、日報の作成自動化に活用す

るなどの省力化にも取り組んでいるところでござ

います。 

 一方で、技術の継承につきましては、現時点で

は熟練のオペレーターが若手のオペレーターに直

接指導するというのが基本となっておりますこと
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から、除雪事業協会と連携し、実技研修会の開催

などに取り組んでいるところでございます。 

 今後は、様々な機会を捉えまして、担い手不足

の解消、除排雪作業の技術継承におきまして、委

員がお話しのようなＤＸについて検討してまいり

たいと考えております。 

●荒井勇雄委員  先ほども触れましたが、建設

ＤＸの展示ではレベル３ですが、自動運転による

除雪作業の紹介もございました。 

 また、滝川市のベンチャー企業と共同開発をし

た東京都の企業が、小型無人自動除雪機の開発を

行ったと、先日の北海道新聞、９月12日の経済

面、朝刊の11ページに掲載がありました。今後

も、実証実験を繰り返し2026年の販売を予定して

おり、商品化されれば全国で初めてということで

ございます。 

 この除雪機に関しては、遠隔操作を行えるいわ

ゆるラジコンのような電波式で、公道ではまだ使

えませんが、一部の店舗の駐車場や倉庫の周辺な

ど、夜間に車や人がいなくなる場所で使うことを

想定しているようですが、確実に自動運転の技術

革新が進んでいるものと考えております。 

 これまで、議会において、除雪予算を増やして

いただきたいという数多くの質疑が出てまいりま

したが、なかなか確保することが難しい状況では

ないかと考えております。 

 そこで、質問でありますが、除雪対策として、

行政も除雪におけるＤＸに必要な予算を確保し、

抜本的な対策に取り組むべきと我が会派は強く考

えますが、本市のお考えをお伺いします。 

●茂木雪対策室長  除雪におけるＤＸについて

お答えいたします。 

 これまで、除排雪における先進技術の活用につ

きましては、北海道開発局が事務局となり、札幌

市をはじめ、北海道やＮＥＸＣＯ東日本、北海道

大学、そして、除雪事業者など、産学官民で進め

ている除雪現場の省力化による生産性、安全性の

向上に関する取組、ｉ－Ｓｎｏｗと呼んでおりま

すけれども、この取組におきまして、技術交流や

情報共有を行うなど、各方面からの情報収集を進

めてきたところでございます。 

 ここでは、高速道路でありますけれども、2023

年度より運用開始されておりますロータリー除雪

車の自動化などの情報共有も行われているところ

でございます。 

 今後も引き続き、北海道開発局などの関係機関

と連携するとともに、民間企業の技術革新も注視

しながら、自動運転なども含めた先進技術の除排

雪作業への活用について検討してまいります。 

●荒井勇雄委員  最後に、実体験を踏まえまし

て要望を申し上げて、質問を終わらせていただき

たいと思います。 

 10月１日、10月２日に札幌コンベンションセン

ターで行われました第３回北海道主催のドローン

サミットのＮＴＴ東日本のブースにおきまして、

実際にＧＰＳを利用し、除雪機が除雪した道と除

雪が行われていない道をデジタルの地図上に明確

にすみ分けし、作業が済んだ道に関しましては、

そのまま自動的にエクセルにデータが送られ、作

業報告が上がる仕組みとなっております。 

 作業報告の煩雑さから除雪事業者から適切に報

告が上がっていない事例も確認されており、こち

らの技術に関しましては、作業効率を上げる上で

も技術的に大変なる革新だと私は感じました。 

 実際に実証実験も済んでおり、青森市では導入

されているということでしたので、ぜひ他都市の

例を踏まえまして、札幌市も情報収集をより進

め、札幌市の除雪におけるＤＸの活性化によりス

ピード感をもって取り組んでいただきたいと申し

上げまして、我が会派の質問を終わらせていただ

きます。 

●山田一郎委員  私からは、道路施設の長寿命

化に係る取組の進捗状況についてと道路の補修の

実施状況について、２点質問いたします。 

 まずは、橋梁やトンネルなどの道路施設の長寿

命化について質問いたします。 

 道路施設は、道路と一体となって交通網を構成

し、市民の日常生活や経済活動を支える重要な存
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在であります。 

 札幌市の道路施設は、1972年の札幌冬季オリン

ピック開催を契機に集中的に整備が行われてお

り、その老朽化が着実に進んでいる状況でござい

ます。例えば、橋梁では、建設から50年以上経過

した橋梁の割合が、2020年には全体の１割、115

橋でありますが、20年後の2040年には半数を超え

る約６割、726橋まで増加すると伺っておりま

す。 

 こうした状況の中で、将来にわたって市民の安

全・安心で快適な暮らしを支えていくためには、

道路施設の計画的かつ効果的なメンテナンスを実

行し、長寿命化を図っていくことが重要と考えま

す。 

 札幌市では、平成22年に策定した札幌市道路維

持管理基本方針に基づき、橋梁やトンネルなど、

施設の種類ごとに個別施設計画を策定し、５年に

一度の定期点検により健全性を把握するととも

に、予防保全型の維持管理による施設の長寿命化

に取り組んでいると承知しております。 

 そこで、質問ですが、札幌市における道路施設

の長寿命化に係る取組の進捗状況を伺います。 

●小林土木部長  道路施設の長寿命化の取組の

進捗状況についてお答えいたします。 

 まず、橋梁では、令和元年度から令和５年度ま

での定期点検で補修が必要とされた橋梁80橋のう

ち31橋の補修が完了し、残りの49橋についても令

和９年度までに補修を終える見込みであります。 

 また、橋梁以外の施設では、トンネルやアン

ダーパスの補修工事が今年度で一通り完了する予

定であり、横断歩道橋や門型標識など、その他の

施設についても、計画に基づき必要な補修を実施

しているところでございます。 

●山田一郎委員  今、道路施設の長寿命化の進

捗状況を伺いました。取組については着実に進ん

でいるようでありまして、今後も計画どおりに進

むことを期待しております。 

 道路施設の長寿命化の取組は、平成24年に発生

した中央自動車道笹子トンネルの天井板崩落事故

を契機に、橋梁やトンネル等の重要構造物に係る

５年に一度の定期点検の義務化や健全度の診断区

分の設定といった関係法令の整備が行われ、平成

26年度から本格的な取組が始まったもので、以

降、全国的に道路施設の点検や補修工事が行われ

ているところであります。 

 しかし、その現場に目を向けると、供用中の道

路での作業となることや、高所または閉鎖空間な

ど特殊な環境下での作業が必要となるなど、施工

上の制約や条件が多く、担い手であるコンサルタ

ントや建設業者にとって、採算面や従事者の確保

などの負担が大きいと聞いております。 

 将来にわたり道路施設の長寿命化の取組を持続

していくためには、現場の安全性や作業効率を高

める手法を積極的に導入し、現場の担い手の負担

軽減を図っていくことが欠かせないと考えます。 

 そこで、質問ですが、道路施設の点検や補修工

事に係る現場の安全確保や作業効率の改善にどの

ように取り組んでいくのか、伺います。 

●小林土木部長  道路施設の点検や補修工事の

際の安全確保、効率化についてのご質問でござい

ました。 

 委員がご指摘のとおり、点検や補修工事の安全

確保や効率化は非常に大きな課題であると認識し

ており、札幌市としても課題の解決に取り組んで

いるところでございます。 

 その一例として、今年度は、山岳部の橋梁で人

が近接して行ってきた目視による点検にドローン

を導入し、高所での人力作業をなくすことで、安

全性と効率性を高める工夫をしているところでご

ざいます。 

 また、工事では、横断歩道橋の補修におきまし

て、鉄製の補修材料に代えまして紫外線で硬化す

るＦＲＰシートを採用し、現場での材料加工や溶

接等にかかる手間を削減するなど、作業効率の改

善を図っているところでございます。 

 今後も、国や他の自治体における事例も参考に

しながら、こうした新技術を積極的に導入し、現

場作業の安全性向上と効率化に努めてまいりたい
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と考えております。 

●山田一郎委員  今の答弁を聞きまして、今後

の点検、補修工事の効率化が進むことを期待しま

すし、さっき荒井委員も話しましたが、ドローン

を用いた点検というのも今後の人手不足などを補

完していける方法の一つだと感じておりますの

で、今後も積極的に採用することを検討してほし

いと思います。 

 先ほども触れましたが、平成26年度から始まっ

た５年に一度の定期点検は、令和５年度で２巡目

を終えたところであり、この２巡目点検の結果を

踏まえて、今後も適切な補修を実施し、施設の長

寿命化を図っていくことと思います。 

 その一方で、先ほどの答弁にあったとおり、ト

ンネルやアンダーパスについては、今年度で一通

り補修工事が完了するとのことであり、今後は大

規模な補修が必要な施設が減ることが予想されま

す。 

 また、今後の取組においては、現場作業の安全

性向上や担い手の負担軽減など、現場環境の改善

を図る方策も併せて検討していくことが必要と考

えております。 

 そこで、質問ですが、道路施設の長寿命化に係

る取組を今後どのように進めていくのか、伺いま

す。 

●小林土木部長  長寿命化の取組の今後の進め

方についてお答えいたします。 

 現在、２巡目点検の結果を踏まえ、橋梁やトン

ネルなどの個別施設計画の改定を予定していると

ころでございます。 

 計画改定に当たりましては、必要な補修を確実

に実施できるよう、コスト縮減と事業費の平準化

を図りながら、最も効果的な事業計画となるよう

努めてまいります。 

 なお、トンネル、横断歩道橋、アンダーパス、

門型標識の４施設は、大規模補修ではなく、局所

的な補修が中心となっていく見込みです。 

 このことから、これらの４施設につきまして

は、個々の計画を統合した新たな計画を今年度中

に策定し、補修工法や工事の実施時期に関する考

え方を見直す予定です。 

 今後も引き続き、事業の進捗管理の効率化を図

りながら、道路施設の長寿命化を着実に進めてま

いりたいと考えております。 

●山田一郎委員  新たな計画を立てるという形

でございまして、橋梁、トンネル、アンダーパス

などの道路施設においては、緊急性の高いものか

ら補修を行って、橋梁は令和９年度、トンネル、

アンダーパスは今年度で一旦補修が完了する予定

ということでございますので、この長寿命化に関

しては計画どおり進めていただくようにお願いし

ます。 

 次に、道路の補修の実施状況について伺いま

す。 

 市民生活に直結する道路においては、約5,600

キロメートルもの長い延長を管理しており、効率

的に補修を進めていくことが重要であると考えて

おります。 

 また、近年、融雪期の舗装にポットホールと呼

ばれる穴ぼこが発生し、テレビや新聞などで取り

上げられることも多く、市民の道路補修への関心

は非常に高くなっていると感じております。 

 そこで、最初の質問ですが、札幌市で管理して

いる道路補修の実施状況について伺います。 

●小林土木部長  札幌市で管理している道路の

補修の実施状況についてお答えいたします。 

 札幌市が管理する道路は、目視による日常的な

パトロールに加え、交通量の多い幹線・補助幹線

道路、約1,400キロメートルにおいては、専用の

車両を用いて３年で１巡する定期点検も行ってお

り、これらの点検結果を基に道路の補修を行って

おります。 

 軽微な補修については日々実施をし、全体的な

補修が必要となった路線は、損傷の程度などから

優先順位をつけてオーバーレイを行うこととし、

事業の平準化を図りながら計画的に行っておりま

す。 

 中でも、幹線・補助幹線道路のオーバーレイに
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つきましては、昨年度までの整備ペースでは、将

来、ひび割れで管理基準値を超えてしまう路線が

大幅に増えることが予測されたことから、今年度

の予算を昨年度に比べて倍増し、将来にわたって

路面状況を良好に保つようオーバーレイの施工量

を増やしているところでございます。 

●山田一郎委員  札幌市で管理している道路補

修の実施状況について、幹線・補助幹線道路の

オーバーレイの予算を増額したということで、路

面の状況は改善することを期待しております。 

 しかしながら、地域住民にとって日々の安全・

安心な生活を送る上では、幹線・補助幹線道路と

同様に生活道路も重要であると考えております。 

 最近では、私のところにも地域から生活道路の

舗装、補修を求める声も多く寄せられており、生

活道路は路面管理が十分とは言えないのではない

かと感じております。 

 そこで、質問ですが、生活道路の補修について

は今後どのように考えているのか、伺います。 

●小林土木部長  今後の生活道路の補修につい

てお答えいたします。 

 近年は、市内の道路全般で融雪時期のポット

ホールが多く発生し、路面状況が悪化してきてい

ることから、苦情や要望も年々増加しているとこ

ろです。 

 これらの状況から、ポットホールの補修につき

ましては、交通量の多い幹線・補助幹線道路を優

先してきたところであり、その補修に多くの予算

を費やしてきたところでございます。 

 今年度から、オーバーレイの施工例を増やした

ことで、幹線・補助幹線道路の路面状況が改善さ

れ、これらに費やしていた経費を生活道路の補修

に充てることにより、生活道路の補修を強化して

いきたいと考えております。 

●山田一郎委員  生活道路の補修に関する答弁

でありました。 

 幹線・補助幹線道路の路面状況が改善されるこ

とによって、それに費やしている経費を生活道路

の補修に充てる、生活道路の補強、補修を強化す

るということでございましたが、その効果が発現

されるまでは数年程度の期間を要すると思われま

す。 

 舗装のポットホールを補修する費用は年間約18

億円で、近年は横ばいと伺っておりますが、労務

費や材料費が年々上昇しており、補修量の減少が

懸念されております。 

 また、年々、ポットホールに関する苦情や要望

が増えていると伺いましたが、それが原因による

車両損傷の対応が増えていくことも懸念しており

ます。 

 そこで、質問ですが、このような状況を踏まえ

て、道路の補修費を今後どのように確保しようと

考えているのか、伺います。 

●小林土木部長  今後の道路の補修費の確保に

ついてお答えいたします。 

 道路補修のうち、最も費用がかさんでいるのが

ポットホールの補修でありますが、国の有識者会

議によりますと、ポットホールが発生する原因は

地球温暖化による影響と考えられており、今後も

増えていくことが見込まれております。 

 そのような中、積雪寒冷地における舗装、補修

に関する新たな財源を確保するために、札幌市で

は、今年７月の開発予算要望におきまして、国土

交通省をはじめ、関係省庁に対し、舗装、補修、

損傷に対応するための制度の創設や財政支援の充

実強化を要望してきたところでございます。 

 さらに、今後、北海道や他都市と共同で国への

支援を求めることも検討しており、引き続き必要

な予算の確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

●山田一郎委員 いろいろとやっていただいてい

るのですが、結局のところ、この生活道路の補修

というのは、土木センターが限られた予算でやり

くりをしているのが現状であり、今回、オーバー

レイの予算が増額とありましたが、オーバーレイ

も、今、一番上の層の補修でございますので、い

ずれは下の層も駄目になっていき、その場合は、

結局、全面的に補修することになることも予想さ
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れますし、積雪寒冷地である本市では、ポット

ホールについては、先ほどの答弁もありました

が、必ず常についてくる問題だと考えておりま

す。 

 今回の決算の議案の中でも、ポットホールかは

分かりませんが、タイヤに穴が開いて、損害賠償

請求で札幌市が賠償金を支払っているような状況

もありました。建設局と財政局が計画的に対応し

て、土木センターがしっかりと生活道路の修繕を

できるように、財源の確保とともに計画を立てて

進めていただくようにお願いして、私からの質問

を終わります。 

●中村たけし委員  私からは、工事の余裕期間

制度、いわゆるフレックス方式について質問いた

します。 

 工事の余裕期間制度、フレックス方式とは、工

事を発注する際、通常の工期に余裕期間を設け

て、あらかじめ全体工期を設定して、受注者が全

体工期の範囲内で工事の始期と終期を決めて契約

締結する制度になります。建設産業の働き方改革

につながるものとして、国や多くの自治体で、

今、導入されております。 

 特に、北海道は積雪寒冷地でありまして、本州

と比べて実質的な工事期間が短いことから、フ

レックス方式の適用が効果的になるため、北海道

開発局や北海道では、既に適用可能な工事を全て

対象として本格的に導入しております。 

 札幌市においても、フレックス方式を試行的に

導入開始した2018年、平成30年から既に６年が経

過している状況になっております。しかしなが

ら、昨年度、2023年度の実施状況を確認いたしま

すと、市発注工事全体の912件のうち試行が233件

で、実施率が25％という低い状況に今あります。 

 このため、これまでも我が会派では、議会の質

疑を通してこのフレックス方式のさらなる拡大と

いうものを求めてまいりました。 

 そこで、質問ですけれども、建設局が所管する

土木工事におけるフレックス方式の試行状況につ

いて、まず伺います。 

●浜岸道路工事担当部長  建設局所管の土木工

事における余裕期間制度、いわゆるフレックス方

式の試行状況についてお答えいたします。 

 建設局及び区が発注する土木工事については、

平成30年度から試行発注を開始し、昨年度、令和

５年度は、発注工事294件のうち142件、割合で言

いますと48％の工事をフレックス方式の対象とし

て発注したところでございます。 

 また、今年度、令和６年度は、現時点で発注工

事319件のうち148件、割合で言うと46％の工事を

フレックス方式の対象として発注しております。 

●中村たけし委員  建設局所管の土木工事にお

けるフレックス方式の試行は、令和５年度では

48％、令和６年度、今の段階では46％ということ

で、先ほど申し上げた全工事では25％という数字

からは高い数字になっておりますけれども、それ

ぞれ48％、46％ということで、半分にも達してい

ない状況にあることが分かりました。 

 このフレックス方式については、さっぽろ建設

産業活性化プランにおいて、八つ設定されており

ます取組目標の２番目に、建設産業の働き方改革

の推進と、施策の一つに掲げられているわけであ

ります。 

 このプランにおける記載内容を見ますと、工事

の余裕期間制度、フレックス方式は、円滑な工事

体制の整備や働き方改革の推進につながるなど、

受注者にとってメリットがあるため、適用可能な

工事については対象件数の拡大を目指しますとい

うふうに設定されております。 

 そこで、質問しますけれども、さっぽろ建設産

業活性化プランを所管する建設局として、これま

での試行結果を受け、フレックス方式をどのよう

に評価しているのか、伺います。 

●浜岸道路工事担当部長  フレックス方式の建

設局における評価についてお答えいたします。 

 フレックス方式につきましては、受注者が柔軟

な工期を設定することで、人材や機材を効率的に

活用でき、年間を通じた安定的な工事実施による

経営安定化や技能者の処遇改善と言った様々な効
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果をもたらすことから、業界から一定の評価をい

ただいているところであります。 

 加えまして、余裕期間については、技術者の選

任が求められておらず、入札時には技術者確保が

不要となり、入札不調・不落の抑制といった効果

が期待できることから、受注者、発注者の双方に

メリットのある制度であると認識しているところ

でございます。 

●中村たけし委員  ただいま、さっぽろ建設産

業活性化プランを所管する建設局として、このフ

レックス方式は、受発注者双方にメリットが多く

て一定の評価をしているという答弁がありまし

た。 

 それでは次に、フレックス方式の本格実施につ

いて質問いたします。 

 先ほどの答弁にもありましたけれども、このフ

レックス方式には早期発注工事への対応に関する

大きな利点があるということでございます。 

 ここ数年、早期発注工事の件数が増加する中

で、昨年度末に竣工する工事と早期発注工事の工

期が重複するというケースが増えてきておりま

す。 

 そこで、この制度を適用することで同一技術者

等を両方の工事に配置することが可能となるた

め、事業者からは、人材の確保や適正な配置、円

滑な施工などの面で非常に効果が大きいというこ

とで、事業者からも大きな評価をいただいている

制度であります。 

 また、降雪シーズン前についても、現場施工の

閑散期であることを考慮して、余裕期間の対象を

拡大してほしいという声も多くいただいておりま

す。 

 今後も、従事者不足の深刻化や機材確保の困難

化など、建設産業を取り巻く環境はより一層厳し

さが増すことが想定されておりますので、フレッ

クス方式の拡大等の効果的な取組については、積

極的に実施していくということが求められている

のだと思います。 

 そこで、質問ですけれども、工期に余裕を設け

たフレックス方式について、全ての工事を対象と

して本格実施すべきだと考えますがいかがか、伺

います。 

●浜岸道路工事担当部長  フレックス方式の本

格実施についてお答えいたします。 

 建設局においては、これまでも、除雪体制や工

程、施工品質など、現場条件を考慮し、工期設定

に余裕のある工事を対象として、発注件数の拡大

に努めてきたところでございます。一方で、余裕

期間範囲のさらなる拡大について、業界団体から

の要望もあり、運用の見直しを検討しているとこ

ろでもございます。 

 今後も引き続き、早期発注工事や降雪シーズン

前の閑散期を念頭に、可能な工事については、全

てフレックス方式を適用できるよう、さらなる取

組拡大に努めてまいりたいと考えてございます。 

●中村たけし委員  さらなる拡大を検討してい

くということで、進めていただきたいというふう

に思います。 

 思うのですけれども、国土交通省のほうでは、

もう既に、平成28年、2016年に、余裕期間制度の

活用についてということで、さらなる活用に向け

て進めてほしいという通知の文書が出ているわけ

なのです。2016年にですよ。それで、こういう状

況だということでありますから、さらなる拡大を

進めていくという答弁がありましたから、進めて

いただきたいということでありますけれども、発

注工事においてフレックス方式を一件でも多く適

用していただくことを求めて、質問を終わりま

す。 

●こんどう和雄委員  私から質問させていただ

くのは、地下鉄平岸駅周辺における放置自転車対

策であります。 

 先ほど、篠原委員からのご質問、ご苦労さまで

ございました。 

 やはり、札幌市10区の大きな課題であるという

ことはよく認識しておりましたが、私は、今、お

話を聞いて、放置しておくのは絶対いけないとい

うことを強く感じまして、冷静にお話をさせてい
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ただきたいと思っております。 

 札幌市は、昨年12月、札幌市自転車活用推進計

画を策定しました。基本方針の一つに、総合的な

駐輪対策の推進を掲げ、公共駐輪場の整備や放置

自転車対策などを進めていくこととしておりま

す。 

 自転車は、皆さんもご存じのとおり、本当にい

つでも乗りやすく、安価な自転車も手に入る状況

でありますので、身近な乗り物として多くの市民

の皆様に利用されて、通勤や通学、買物などの日

常生活、身近な交通手段としての役割に加えて、

スポーツ、レジャーの日常生活における、あるい

は、自転車が観光、そして、災害時の活用など、

様々な用途で利用されております。 

 特筆すべきことは、新型コロナウイルス感染症

拡大のときに、人との接触を低減する移動手段と

して自転車が大変利用されたということは記憶に

新しいのではないかと思います。 

 しかしながら、私から問題提起したいことは、

自転車を利用される方がルールやマナーをしっか

りと守ることが常識として求められているにもか

かわらず、歩道上に自転車を駐輪させることに

よって歩行者の通行の妨げとなっている状況を、

連日、私は見かけております。歩道は歩行者が主

役でないといけないのです。それが残念ながら、

自転車が主役のような錯覚を覚える毎日でござい

ます。 

 分かりやすく言うと、これは放置自転車だとい

うことであります。目の不自由な方のためにある

点字タイルの上に自転車を置いているという方も

いらっしゃって、大変胸が痛みます。 

 私は、市議会、あるいは市内中心部に行くとき

の交通手段は、自動車に乗らず、公共交通である

地下鉄平岸駅からここに来ております。大変快適

に通勤しておりますが、平岸駅周辺は歩道上に多

くの自転車が駐輪されておりまして、特に、大手

スーパーがあります地下鉄の１番出口、それか

ら、向かいのバス待合室がある２番出入口の付近

の歩道上に、４月から10月の今日まで、定期的に

台数を数えて日記につけておりますが、100台近

くが常時駐輪されていることが分かりました。 

 そこで、最初の質問です。 

 平岸駅周辺における自転車の駐輪状況はどう

なっているのか、お伺いいたします。 

●藍原総務部長  初めに、平岸駅周辺における

自転車の駐輪状況についてのご質問でございま

す。 

 札幌市におきましては、例年、自転車の利用が

多い夏場に市内の全ての地下鉄、ＪＲ駅周辺の駐

輪状況を調査しておりまして、令和５年度の調査

結果では、平岸駅周辺の駐輪台数は428台でござ

いました。この428台のうち、平岸駅周辺に設置

しております２か所の公共駐輪場への駐輪台数は

219台でありまして、残りの209台につきまして

は、駅周辺の歩道上に止められているといった状

況であります。 

●こんどう和雄委員  次に、平岸駅駐輪場の整

備について質問いたします。 

 ただいまのご答弁で、平岸駅周辺全体の放置自

転車は約200台を超えるということで、多くの自

転車が駐輪されていることが分かりました。 

 この放置自転車の整理に、私もいつも頭が下が

るのですけれども、平岸駅の自転車整理は、雨の

ときも、風のときも、積雪のときは来られません

が、寒いときもシルバー人材センターの方が交代

で整理をしております。大変ありがたいことで頭

が下がりますが、放置自転車が少しは通行される

方の妨げにならないようにご配慮いただいている

あかしなのかなと思っております。 

 私としては、路上駐輪によって地域の安全・安

心の歩行環境の確保に支障が出ていることは、平

岸地域のよき代弁者として長年の課題でありまし

て、以前から駐輪場の整備を強く要望してまいり

ました。しかしながら、土地の値段も大変高いと

いうことで、新たな駐輪場整備のための用地がな

かなか見つからないというのが現状です。私自身

も、傍観者だけではなく、生まれ育った平岸地区

の住みよいまちづくりのために、積極的に地主を
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回って、諦めないで候補地を探していたところで

すが、大変困難な状況が続いております。 

 こうした中で、建設局自転車対策担当課より、

既存の平岸駅２番出入口南側にある駐輪場を拡充

するという大変ありがたいお話がありました。私

としても、既存の駐輪場を有効に活用していくこ

とが重要な視点ではないかと思います。 

 そこで、質問いたします。 

 平岸駅駐輪場をどのように整備する予定なの

か、お伺いいたします。 

●藍原総務部長  平岸駐輪場の整備に関するご

質問でございます。 

 平岸駅の駐輪場につきましては、既存の平面の

駐輪場を２階建てに改築することによりまして、

駐輪容量を現在の約170台から300台へと130台程

度拡充する予定でございます。 

 現在、実施設計を行っているところでありまし

て、令和７年度に改築工事を行いまして、令和８

年度には供用を開始したいと考えているところで

あります。 

●こんどう和雄委員  大変積極的なご回答、ご

答弁をいただきまして、ありがとうございます。 

 新しい工事が必要だと思いますが、次に、これ

に関連しますので、放置禁止区域の指定について

質問させていただきます。 

 既存の駐輪場を２階建てに改築する計画があり

ますというご答弁がありました。新たに130台程

度の拡充をする予定とのご答弁であります。これ

によって、約300台が平岸駅周辺の放置自転車の

解消につながってくるのではないかと思っており

ます。この工事において平岸駅周辺の放置自転車

が駐輪場に収容されることになれば、長年の地域

の大きな課題であります周辺の路上駐輪がめでた

く解決されるのは大変喜ばしいことでございま

す。 

 駐輪場が拡充される際に一番大事なことは、自

転車を利用していただくことに対して、これから

の話ですが、せっかく駐輪場を増設するわけです

から、必ず駐輪場に格納していただくことで放置

自転車の解決につなげていきたいということで、

啓発活動をぜひとも強くお願いしてまいりたいと

思っております。 

 あわせて、自転車利用者にルールを守っていた

だくよう、平岸駅周辺を放置禁止区域にぜひご指

定をいただいて、放置自転車を即時撤去していく

ことが求められておりますので、これによって歩

道上がまさしくきれいになりまして、文字どおり

安全・安心に歩行できる住みよい環境が実現され

ることは間違いないと確信しております。 

 地域の方の声として、平岸地区にお住まいの方

が、令和元年８月に私宛てに、地下鉄平岸駅周

辺、特に南口歩道上の駐輪禁止措置についてとい

う要望書をいただいて、こんどう事務所に代表さ

れて持ってこられました。特に、歩行者にとって

非常に危険な状況がこと細かく記されておりま

す。春先の雪解け時期に、放置自転車のため、歩

道上の除雪が不十分で、１人の方がようやく通行

できる状態で、その狭い道路が凍結しているため

に、高齢の女性が転倒して腕を骨折した事故をそ

の方が目撃されたという大変痛ましいお話があり

ました。 

 さらに、その方から、ベビーカーを押している

方、車椅子の方など、身に危険を感じて歩いてい

る方が大勢いらっしゃるというお話がございまし

て、こんどう、しっかりしろという激励を受けて

いる次第でございます。 

 そこで、最後の質問でございます。 

 このたびの駐輪場の改築に併せて、周辺を放置

禁止区域に指定すべきと考えますがいかがか、お

伺いいたします。 

●藍原総務部長  平岸駅周辺における放置禁止

区域の指定についてのご質問でございます。 

 自転車の利用者に駐輪場を利用してもらい、路

上駐輪をなくしていくためには、放置禁止区域の

指定が有効でありまして、その指定に当たりまし

ては、駅周辺に乗り入れる自転車の台数に見合う

駐輪場を確保する必要がございます。 

 平岸駅周辺につきましては、駐輪場の改築等に
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よりまして、現在の乗り入れ台数を満たす駐輪容

量をおおむね確保できることから、駅周辺の駐輪

状況もしっかりと見極めた上で放置禁止区域の指

定について検討を進めてまいります。 

●こんどう和雄委員  最後に、要望をして終わ

ります。 

 繰り返しになりますが、平岸駅周辺は放置自転

車が大変著しくあります。駐輪場整備のために新

たな用地が見つからないなど、長年の大きな課題

であったということは申し上げるまでもありませ

ん。それで、現在予定している駐輪場の改築によ

り駐輪容量を大幅に拡充することと併せて、放置

禁止区域の指定も検討を進めるというご答弁をい

ただきました。課題解決に向けての大きな前進で

あると大変期待しております。 

 本件は、建設局自転車対策課の英断によりまし

て、私が６年をかけて行動してきたことがめでた

く目標達成に近づいたという今日は記念すべき日

ではないかと思っております。ありがとうござい

ます。これにつきましては、高く評価をさせてい

ただきたいと思います。 

 もう一つは、平岸地区の隣の中の島、南平岸地

域は、駐輪禁止区域ということで、南平岸は既に

平成27年５月末に完成しておりまして、いつ地下

鉄で訪れても駅を降りたらすがすがしい気持ちに

なる次第です。平岸地区がこのようにさま変わり

することを大変感謝する次第でございます。 

 引き続き、啓発活動を行いながら、放置禁止区

域の指定を行い、安全・安心な歩行環境を実現し

ていただくことを要望して、質問を終わります。 

●脇元繁之委員  私からは、雪対策について、

大きく２点お伺いしたいと思います。 

 まず、１点目は、昨シーズンの除排雪作業を踏

まえた雪対策についてであります。 

 令和５年度の雪対策に係る決算数字を拝見いた

しますと、道路除雪費をはじめとする雪対策関係

費の総額は約276億円で、令和４年度の269億円を

上回る数値となっております。 

 人件費や燃料費が上昇を続けていることが主な

理由であろうと思いますが、そんな中でも、きめ

細かい対応を目指して、市民の暮らしと経済活動

の維持に対応しようとしている札幌市と除排雪作

業に従事する皆さんの不断の努力には、改めて敬

意と感謝を申し上げたいと思います。 

 昨シーズンを振り返ってみますと、前半は極端

に雪の量が少なく、年明けの１月中旬あたりから

断続的にまとまった積雪に見舞われました。その

ため、道路のマンホール部分に大きな段差ができ

たり、生活道路も車が交差できないほどの雪の山

であったほか、私どもの南区では、例年なら小学

校の冬休みが終了する前に済んでいなければなら

ないはずの通学路の排雪もままならない状況であ

りました。 

 このような事例は、南区だけではなく、札幌市

内の全ての小学校の15％ほどに及んだと聞いてお

ります。 

 あわせて、この降雪の影響で道幅が極端に狭く

なり、１月中旬以降、路線バスの全面運休や減便

と迂回による一部運休が相次ぐなどして、長期間

にわたり市民生活に支障を来したことも記憶に新

しいところであります。 

 また、パートナーシップ排雪が進められた２月

には、記録的な暖気が押し寄せてきて、全市的に

道路面がざくざく状態となり、そうした中で２月

下旬にも大雪に見舞われたため、排雪作業に大き

な影響が出たとも伺っております。 

 除排雪作業に従事する方々のご苦労は絶えな

かったことと想像しますが、このように平年と比

べても極端な気象状況が今後も続く可能性は否定

できません。 

 そこで、お伺いします。 

 昨シーズンの雪の降り方やバスの運休といった

事態を踏まえ、今シーズンの除排雪にどのように

取り組もうとされているのか、もし改善点がある

のであれば、その点も含めてお聞かせください。 

●茂木雪対策室長  昨シーズンを踏まえて、今

シーズンの除排雪にどのように取り組むのかとい

うご質問かと思います。 
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 昨シーズンは、雪の降り始めが遅かったという

こともありまして、通学路や幹線道路の排雪開始

時期がずれ込み、その後の生活道路の作業にまで

影響する結果となったところでございます。 

 加えまして、断続的にまとまった降雪が多かっ

たことによりまして、急激に道幅が狭くなり、一

部のバス路線において運休が発生することとなり

ました。 

 そこで、今シーズンにおきましては、少雪の傾

向であった場合でも、その後の降雪に備え、早め

に排雪を開始することを検討したいと考えており

ます。 

 また、昨シーズンは、１日の降雪量が20センチ

を超えるまとまった降雪の日が多く、さらには、

２月に10度を超える気温を３日も記録したという

ことがございまして、生活道路が一部、一斉にざ

くざくになるということがあり、先ほど委員から

もお話がありましたように、解消までに時間を要

すこととなったところでございます。 

 そこで、今シーズンは、生活道路において、急

な暖気によるざくざくの影響を最小限にとどめる

ため、日頃から圧雪厚を薄くするよう工夫してま

いりたいと考えております。 

 近年は、極端な気象条件が増えてきております

ことから、昨シーズンのような特異な気象状況で

あっても市民生活に与える影響が最小限となるよ

う、臨機な作業に努めてまいりたいと考えており

ます。 

●脇元繁之委員  いただいた資料によります

と、昨シーズンは１月16日から１月31日までの間

に、札幌市内では、運休路線と一部運休路線を含

め、延べ68路線に影響があったようであります。 

 よって、今シーズンは、少雪傾向であった場合

でも、その後の降雪に備え、早めに排雪を開始す

ることを検討していただけると、また、生活道路

においては、急な暖気によるざくざくの影響を最

小限にとどめるため、日頃から圧雪厚を薄くする

よう工夫したい、昨シーズンのような特異な気象

状況でも、市民生活への影響が最小限になるよ

う、臨機な作業に努めるということでありまし

た。予測できない自然との闘いですが、ぜひ、市

民生活にできるだけ支障のないように期待してい

るところであります。 

 続きまして、除排雪作業の効率化と省力化につ

いてお伺いいたします。 

 先ほど、小口委員も取り上げておりましたが、

今年の予算議会の場でも、除排雪作業の担い手不

足の対応として、ＩＣＴなどの先進技術を活用し

た取組についてお尋ねしたところであります。 

 除雪事業者が保有する除雪機械について、１人

乗り化できる安全補助装置、バックカメラなどの

設置を促したり、除雪作業日報作成支援システム

の構築によって、車両運転日報を電子化するなど

の取組を進めているとのことでした。 

 今後、懸念される担い手不足への対応は喫緊の

課題でありますから、このような除排雪作業の効

率化や省力化、労働環境の改善に向けた取組を進

めることは大変重要であると認識しているところ

であります。 

 そこで、お伺いいたします。 

 こうしたＩＣＴなど、先進技術を活用した除排

雪作業の効率化や省力化の進捗状況と、今後の取

組についてお聞かせいただければと思います。 

●茂木雪対策室長  ＩＣＴを活用した作業の効

率化などの進捗状況と今後の取組についてお答え

いたします。 

 まず、１人乗り可能な除雪機械につきまして

は、市が保有する機械への導入はおおむね完了

し、除雪事業者が保有する機械では11台が導入さ

れているところでございます。 

 今後は、除雪事業者と協議を行いながら、さら

なる導入を進めてまいりたいと考えております。 

 また、提出書類の電子化につきましては、現在

は各除雪機械の走行距離などを報告する車両運転

日報の自動作成や走行軌跡の表示が可能になって

いるところでございます。 

 今後は、行った作業の種別や作業量を報告する

作業日報の作成機能などを開発、実装することに
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より、さらなる利便性の向上を図ってまいりたい

と考えております。 

 これらの取組に加えまして、日進月歩の勢いで

進化する民間や研究機関における技術開発の動向

を注視しながら、先進技術の活用による作業の効

率化について、引き続き検討してまいります。 

●脇元繁之委員  答弁によりますと、除雪事業

者と協議を行い、ＩＣＴのさらなる導入を進めて

いくということであります。また、電子化につい

ては、車両運転日報の作成や走行軌跡表示が可能

となっており、作業日報の作成機能などの開発に

より、さらなる利便性向上を図るということであ

りました。 

 今後も、作業員をはじめとする現業に勤める従

事者の負担軽減のために、効率のよい雪対策事業

に取り組んでいただきますよう、よろしくお願い

します。 

 最後に、問題提起としての要望をさせていただ

きたいと思います。 

 位置情報テクノロジーの世界的事業者であるオ

ランダのトムトムという企業があります。こちら

が2023年３月に世界の交通状況の年次レポート、

トムトムトラフィックインデックス2023を発表し

ております。それによりますと、世界で最も渋滞

が激しい都市は、10キロの走行に平均36分以上が

必要なイギリスのロンドンだったそうです。 

 ただ、日本も渋滞が非常に多いということで、

実は、札幌は世界で４位なのです。札幌市が４

位、名古屋が９位、東京が22位ということであり

ました。日本の都市部における交通渋滞の常態化

も明らかとなっているところではありますが、札

幌市が世界４位、日本国内では東京や名古屋を抑

えて１位ということに驚いているところでありま

す。これは、冬期間の道路状況が大きく影響を受

けていることは想像が容易であります。 

 市民の暮らし、仕事はもちろんですが、これか

らの札幌のまちづくりとして、現在、運転手不足

により危機的な状況にある公共交通の課題解決の

対策として期待される自動運転技術の早期導入

や、今後、札幌をはじめとする北海道の発展の起

爆剤となるであろう北海道・札幌「ＧＸ金融・資

産運用特区」事業を円滑に進めていく上で、道都

札幌の雪対策については、これまで以上の取組が

必要と考えております。 

 市民意識調査でも一番の関心事である雪対策

は、理事者側にとっても重要な取組であり、課題

解決に向けては苦労が絶えないと思いますが、私

自身の議員活動の中でも、雪対策は重要課題の一

つであります。市民の暮らし、仕事、経済の維

持、発展のために、微力ではありますが、力を尽

くしてまいりますので、理事者におかれまして

も、より一層の取組を要望して、私からの質問を

終わります。 

●丸岡守幸委員長  以上で、第１項 土木総務

費等の質疑を終了いたします。 

 ここで、およそ20分間、委員会を休憩いたしま

す。 

    ―――――――――――――― 

      休 憩 午後３時４分 

      再 開 午後３時25分 

    ―――――――――――――― 

●小須田大拓副委員長  委員会を再開いたしま

す。 

 次に、第６項 公園緑化費のうち建設局関係分

の質疑を行います。 

●森 基誉則委員  私からは、森林施策の進捗

について伺います。 

 質問の前に、今回、「しゆうりん」という単語

を幾度か使用するのですが、札幌市が所有する森

林と個人や企業が所有する森林で、それぞれ市有

林と私有林と使い分けさせていただきます。ご承

知おきください。 

 初めに、2019年に始まった森林環境譲与税と森

林経営管理制度について伺います。 

 森林環境譲与税は、森林整備及び森林整備を促

進する施策に活用するものとして、森林環境税を

国民１人当たり1,000円徴収し、国から自治体に

譲与される財源です。2024年度からの税徴収に先
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立ち、2019年度から市町村及び都道府県に譲与が

開始されています。 

 また、森林経営管理制度は、間伐等の適切な経

営管理ができない私有林に対し、市町村にその経

営管理を委託できる新たな仕組みとして創設され

ました。二酸化炭素の吸収や土砂災害の防止な

ど、森林の多面的機能を発揮するためには、これ

らの制度の活用が重要であり、我が会派は、本市

の森林環境譲与税の活用状況と森林経営管理制度

の取組状況について注視してきました。 

 2023年第１回定例市議会予算特別委員会におい

て、それらの進捗について尋ねました。引き続き

進捗について伺っていきます。 

 まず、森林環境譲与税です。 

 本市における2023年度の活用として、市有林整

備や公共建築物における道産木材の使用を中心に

活用するとの答弁がありました。森林環境譲与税

は、先ほども述べたとおり、今年度から徴収が開

始され、市民の関心も高まり、より効果的な活用

が求められております。加えて、これまでに活用

できなかった譲与税約１億9,000万円をまちづく

り推進基金に積み立てており、この基金の活用も

重要と考えます。 

 そこで、最初の質問です。 

 森林環境譲与税に関する2023年度の活用状況と

2024年度の活用の見通しについて伺います。 

●鈴木みどりの管理担当部長  森林環境譲与税

の活用についてお答えいたします。 

 森林環境譲与税は、市町村におきまして間伐材

の森林の整備に関する施策と人材育成や担い手の

確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林の整備

の促進に関する施策に充てることとされておりま

す。 

 まず最初に、本市における2023年度の森林環境

譲与税の活用状況でございますが、白旗山都市環

境林等の市有林整備や動物愛護管理センター、あ

いまるさっぽろの構造材に道産木材を利用するな

ど、当該年度の譲与額を全額活用しております。 

 次に、2024年度の活用の見通しですが、引き続

き市有林整備を進めることに加えまして、中央区

複合庁舎建て替えや定山渓義務教育学校の新築に

活用する予定となっております。 

 これらの事業の執行によりまして、今年度の譲

与税額３億1,000万円に加えまして、これまで基

金に積み立ててきた譲与税１億9,000万円を全て

活用しまして、2024年度の活用額は合計約５億円

となる予定でございます。 

 今後も引き続き、関係部局と連携しながら、効

果的な活用を進めてまいりたいと思います。 

●森 基誉則委員  昨年度の状況と今年度の活

用見通しに関して、承知しました。 

 私もあいまるさっぽろに行かせてもらいました

けれども、木材が美しいですし、木の香りも印象

に残っております。 

 それでは次に、森林経営管理制度の取組状況に

ついて伺います。 

 2023年第１回定例市議会予算特別委員会におい

て、2022年度における当該制度の取組状況を尋ね

たところ、私有林の所有者から市に森林整備を委

託することを告示する経営管理権集積計画の作成

などについて、予定どおり進めるには至らなかっ

たとの答弁がありました。 

 森林経営管理制度は、森林整備不足の私有林が

社会全体に有益な機能を発揮させるために重要な

取組であることから、札幌市は積極的にこれを担

う必要があると考えます。 

 そこで、二つ目の質問です。 

 森林経営管理制度に関する現在の取組状況につ

いて伺います。 

●鈴木みどりの管理担当部長  森林経営管理制

度の取組状況についてお答えします。 

 森林経営管理制度は、森林整備不足の私有林の

公益的機能を発揮させることを目的としまして、

市がこれに積極的に関与する制度でございます。 

 当該制度の現在の取組状況についてでございま

すが、私有林の所有者から市に森林整備を委託す

ることを告示する経営管理権集積計画を作成する

など、現地確認を合計で84筆行ったところでござ
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います。 

 本市は森林経営管理制度の対象となる私有林が

多く、所有者確認等に時間を要しますが、引き続

き、より一層の事務の効率化の検討や職員の専門

知識の習得に努めまして、森林経営管理制度を効

果的に進めてまいりたいと思います。 

●森 基誉則委員  森林経営管理制度の取組に

ついては、時間のかかる取組であることも承知し

ていますので、さらなる工夫を重ねながら、この

取組をより一層進めることを期待します。 

 最後に、札幌市森づくり基本方針について伺い

ます。 

 2019年度の森林経営管理法施行、さらに森林環

境譲与税の譲与が開始され、本市においても森林

整備や木材利用などの取組を計画的に進めていく

必要があることから、その基本的な考えを定めた

札幌市森づくり基本方針を策定することとしてい

ます。 

 本市には豊かな天然林が広がる一方で、市内の

人工林約3,900ヘクタールのうち、手入れ不足は

８割を超え、森林行政における最大の課題の一つ

であることから、この人工林の望ましい姿を示す

必要があると考えます。 

 そこで、質問です。 

 札幌市森づくり基本方針において人工林の将来

像についてどのように考えているか、併せて、札

幌市森づくり基本方針の策定状況と今後の予定に

ついて伺います。 

●鈴木みどりの管理担当部長  札幌市森づくり

基本方針についてお答えいたします。 

 今後策定予定の札幌市森づくり基本方針におけ

る人工林の将来像につきましては、今後100年を

見据えた二つの将来像を掲げております。 

 一つ目は、山地災害防止機能や水源涵養機能な

ど、公益的機能を発揮させていく天然林へ移行段

階の人工林の形成を目指すものであります。 

 二つ目は、公益的機能に加えまして、林業の基

本でございます、伐って、使って、植えて、育て

ると、いう森林整備が適切に行われ、二酸化炭素

の吸収や炭素の固定に大きく貢献することができ

る健全な人工林の形成を目指すものでございま

す。 

 次に、札幌市森づくり基本方針の策定状況と今

後の予定についてでございますが、これまでに有

識者等から意見を聞きながら素案をまとめてきた

ところでありまして、今後は、庁内議論、議会の

説明、そしてパブリックコメントを経まして、

2024年度中の策定を目指しております。 

●森 基誉則委員  やはり、100年単位で物事

を考えていくのはかなり大変だと思います。 

 今日は森林施策の進捗について質疑をしてきま

したが、我が会派は、これまで、本市の森林経営

管理制度、森林環境譲与税の使用状況について、

議会ごとに質疑を行ってきました。様々な状況変

化などにより遅れていた札幌市森づくり基本方針

の策定は、大きな進展を迎えました。森林の適正

管理、育成が環境へ与える効果は大きく、そのこ

とは、政府が森林環境譲与税徴収前に譲与税とし

て自治体に交付し、森林管理を急いで進めている

ことを見ても分かることです。 

 私も議員になったこの１年で森林行政に興味を

持ちまして、学ぶことで理解が進んできました。

札幌市の森林行政に関しては、歴史も浅く、専門

職も少ない状況です。これから将来を見据えて職

員育成を行い、継続的な森林行政とすることが必

要になります。 

 札幌市森づくり基本方針策定が本市森林行政の

飛躍の契機となることを期待して、質問を終わり

ます。 

●わたなべ泰行委員  私からは、藻南公園の再

整備について伺います。 

 私は、藻南公園の再整備につきまして、令和５

年第３回定例市議会決算特別委員会において、現

在の藻南公園における課題認識や課題解決に向け

た再整備の方向性について質問をさせていただき

ました。 

 答弁として、高橋みどりの推進部長より、藻南

公園の課題認識として、公園施設全体の老朽化や
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駐車場の不足、バリアフリーへの未対応といった

ことのほか、公園管理事務所の狭さ、また、場所

の分かりづらさ、そして、樹木の成長や繁茂に伴

う視認性の低下といったことを挙げていただきま

した。 

 また、これらの課題解決に向けた再整備の大き

な方向性としまして、これまでの機能を引き続き

行っていくことを基本としつつも、さらに、公園

全体の利便性や魅力の向上が図られるように検討

していく、さらに具体の話としまして、老朽化施

設の改修に際し、バリアフリーや遊具の安全基準

といった現行の各種基準に適合させていくこと

や、駐車場を拡充すること、公園管理事務所につ

いては、移設を含めた建て替えに加えて、パーク

センターとしての機能強化についての検討を行う

ことなどの答弁をいただきました。 

 前回の答弁からちょうど１年が経過しました。

先月には、地域住民や公園利用者の方々に、藻南

公園の再整備に関わる基本的な方向性が示され、

今後、再整備事業に着手していくことがお知らせ

されたところでございます。 

 そこで、質問ですが、藻南公園の再整備につい

て、どのような基本計画の内容となったのかを伺

います。 

●高橋みどりの推進部長  藻南公園の再整備の

基本計画についてお答えいたします。 

 藻南公園につきましては、１年前の答弁以降、

課題解決に向けた検討を重ね、今年の８月に基本

計画を策定したところでございます。具体的に

は、老朽化のほか、主要な道路から外れた場所に

あることや狭さが課題となっていた公園管理事務

所を藻南橋西側の公園のメインエントランスエリ

アに移設し、利用者の休憩や交流の場等を備えた

パークセンターとして建て替えを行うこととして

おります。 

 遊具広場につきましては、利用者の使いやすさ

を踏まえ、再配置や機能強化を図るとともに、管

理事務所等の移設により生み出される新たな空間

を活用し、芝生広場の拡張等も行うこととしてお

ります。そのほか、駐車台数の増設、主要な園路

のバリアフリー化、老朽化した施設の更新、既存

樹木の適切な間引き等を行うことを盛り込んでお

ります。 

●わたなべ泰行委員  ただいま答弁で、駐車場

の台数など、１年前の答弁から比べますと再整備

の内容がより具体化されてきたということが分か

りました。 

 特に、公園管理事務所の建て替え先としてを公

園のメインエントランスエリアを選んでいく、あ

る意味公園の顔になる、こういったことにさせて

いくというのは私も適切だと思います。 

 また、芝生広場も拡張されるというのは、藻南

公園の特徴をさらに強調づける大変よい計画だと

思います。 

 パークセンターにつきましては、公園利用者の

休憩、そしてまた交流の場も兼ね備えた施設とい

うことで、私としては、例えば、月寒公園や円山

公園にあるような施設を想像するところでござい

ますし、期待もするところでございますが、その

具体的な中身が気になるところでございます。 

 そこで、質問ですが、建て替えを行うパークセ

ンターの具体的な施設の内容について伺います。 

●高橋みどりの推進部長  パークセンターの具

体的な施設内容についてお答えいたします。 

 パークセンターには、一般的な公園管理事務所

の機能に加えて、利用者の休憩や交流の場となる

多目的室や物販スペース、トイレ、授乳室等を配

置することとしております。 

 また、乳幼児や障がい者、高齢者等による多く

の利用が見込まれることから、トイレについては

ユニバーサルデザイン化を行うこととしておりま

す。 

 このほか、料金の支払い等を目的として一時的

に事務室の受付を利用される方や、障がい者等の

利便性や安全性を確保するため、こうした方々が

優先利用できる駐車場をパークセンターの横に併

設する予定でございます。 

●わたなべ泰行委員  ただいまの答弁で、具体



 

- 31 - 

的な施設の内容、現在の考え方を伺わせていただ

きました。 

 特に、ただいまの答弁で、子育て世代、障がい

のある方、そして高齢者の方、こういった方たち

にも配慮されていると思いますし、我が会派でも

共生社会の実現ということは一貫して述べさせて

いただいておりますけれども、こういった考えも

取り入れられてきたのかなというところで評価い

たします。 

 最後に、もう一点、伺わせていただきます。 

 先ほどの最初の答弁の中で、遊具広場について

は、利用者の使いやすさを踏まえて再配置や機能

強化を図るとの内容が示されました。 

 私は、昨年の決算特別委員会におきまして、藻

南公園の再整備のときにはインクルーシブな遊具

広場の導入について検討していただくよう要望を

させていただきました。また、今年の第１回定例

市議会予算特別委員会の場でも、我が会派の好井

委員から、農試公園に整備されたインクルーシブ

な遊具広場のことを取り上げた際にも藻南公園の

ことにも触れていただき、インクルーシブな遊具

広場がさらに市内へ波及していくことを要望させ

ていただいたところでございます。 

 そこで、最後の質問ですが、藻南公園へのイン

クルーシブな遊具広場の導入について、その後の

検討状況を伺います。 

●高橋みどりの推進部長  インクルーシブな遊

具広場の導入についてお答えいたします。 

 農試公園のインクルーシブな遊具広場につきま

しては、障がいのある、なしにかかわらず、非常

に多くの方に利用されているところでございま

す。 

 そこで、障がいのある子どもたちの公園利用が

これまで以上に進むよう、藻南公園におきまして

もインクルーシブな遊具広場を整備することとい

たしました。 

 整備地につきましては、先ほど答弁しました優

先駐車場の横にこれを配置することとしました。 

 これは、昨年度に行いました農試公園での障が

い者団体等への聞き取り調査の中で、遊具広場の

近くに駐車場やトイレ、休憩スペースを希望する

意見があったことを踏まえたものでございます。 

 具体的な整備内容につきましては、よりインク

ルーシブな遊具広場の機能が発揮されるよう、遊

具の選定やその配置等について、引き続き検討し

てまいりたいと考えております。 

●わたなべ泰行委員  ただいまの答弁で、この

藻南公園の再整備のときには、インクルーシブな

遊具広場を整備する、導入する、こういった答弁

でございました。また、配置につきましても、具

体的に優先駐車場の横に配置するということで、

これも我が会派で求めてまいりました農試公園の

利用状況の調査も取り入れていただいたところで

ございます。 

 藻南公園は、札幌市としては２番目のインク

ルーシブの遊具広場になると思いますので、より

インクルーシブな機能が発揮できるようなことを

検討することを私からも改めてお願いしたいと思

います。 

 インクルーシブな考え方に基づく公園整備につ

きましては、我が会派として令和３年第２回定例

市議会で初めて取り上げさせていただいて、これ

を皮切りに会派全体で取り組んでまいりました。

こういったことは共生社会の実現に向けた取組の

一つなのだという思いで取り組んでまいりました

けれども、札幌市がこのように検討や取組を進め

ていてくれることを高く評価させていただきま

す。 

 最後に、要望です。 

 １年前の決算特別委員会でも、また、さきの代

表質問のときも申し上げましたけれども、南区

は、札幌市の中でも人口減少、そして、高齢化が

最も進んでいる区でございます。今後、地域を活

性化させていくためには、交流人口を増やしてい

くことが重要と私は考えております。そういった

意味におきまして、藻南公園は、南区における交

流人口を増やしてにぎわいを創出していく場とし

て大きなポテンシャルを有していると考えており
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ます。まさに今回の再整備は、その契機になるも

のとして期待をしているとしているところでござ

います。 

 藻南公園では、毎年夏にはもいわ夏まつりが開

催されており、この祭りに約１万人の来場者が訪

れます。札幌地区でも最大規模を誇ると言われて

いるお祭りでございます。再整備後に、こうした

イベントがより開催されて、さらなる交流人口の

増加、地域の活性化につなげていくことができれ

ばと私自身も尽力をしてまいります。 

 私自身のみならず、地域の方々や、藻南公園を

利用されている方々も、今回の再整備には大いに

期待をしていると思います。このような期待を

しっかり背負っていただきながら、これまで以上

に広く愛される藻南公園になるように再整備を進

めていただくことを要望して、私の質問を終わり

ます。 

●佐藤 綾委員  私は、街区公園のトイレに関

わり、幾つか質問させていただきます。 

 まちづくり戦略ビジョン、みどりの基本計画を

上位計画として、2020年３月に札幌市公園整備方

針、2021年３月には札幌市公園施設長寿命化計画

が策定されており、これらの計画に基づいて公園

の整備がされております。先ほどの藻南公園につ

いてもその中の一つだということです。 

 街区公園については、機能を分担して選択と集

中をさせる、機能再編を行わず老朽化に伴う施設

更新等を実施するということなのですけれども、

街区公園のトイレについては、基本的に廃止し、

トイレの設置は行わないこととされております。

街区公園のトイレは、2,708ある街区公園の

20.5％に設置されており、495棟ありました。 

 トイレの利用の多い水遊びのできる遊水路があ

る公園20か所はトイレを存続させる方針であり、

それを除く475棟は廃止が前提となりました。 

 地域住民との話合いやトイレのニーズが高いか

などを考慮して、廃止するかを決定するという

チャートに基づいてトイレの存廃の決定がされて

いるとお聞きしております。 

 そこで、質問いたしますが、2020年の方針策定

以降の街区公園のトイレの配置数と整備された数

をそれぞれお聞きいたします。また、遊水路はな

いけれども、ニーズや地域との協議によりトイレ

が整備された、または、設備の更新はされない

が、存続されたところは幾つあるのか、伺いま

す。 

●高橋みどりの推進部長  街区公園のトイレに

ついて、公園整備方針策定以降の廃止数と整備数

についてお答えいたします。 

 公園再整備の機会を捉えた街区公園のトイレの

廃止の検討につきましては、2021年度、令和３年

度にその取組を開始したところであり、これまで

に廃止した数は全部で８棟、更新整備した数は３

棟となっております。 

 また、更新した３棟のうち、水路等がある以外

の地域の利用状況等を踏まえて更新したものが１

棟ございます。 

 そのほか、当初は廃止を検討していたものの、

地域との協議結果を踏まえて、最終的に更新をし

ないで存続とした公園トイレが１か所ございま

す。 

●佐藤 綾委員  今、８か所と伺いましたけれ

ども、これは昨年度までにもう終わったところと

いうことでいいでしょうか。そうしますと、今年

は５か所の予定ですので、合わせてもう既に13か

所が廃止ということになります。 

 そして、地域との協議により存続または整備が

されたというところもあるということですので、

住民との協議やニーズの把握についてお聞きしま

す。 

 老朽化により更新されることとなる公園の整備

について、調査については、夏場に平日と休日各

２日ずつ、夏休み中と夏休み以外に計８日間、６

時から17時ということでしたけれども、利用状況

を調査すること、また、地域住民とのご相談やチ

ラシなどでの案内、保育園や幼稚園、学校へ子ど

もの利用を踏まえて相談をする、また、町内会と

相談して意見交換の日程を決めるなどしていると
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お聞きしております。 

 そこで、質問いたしますが、具体的に地域での

意見交換はどのようにされているのか、伺いま

す。また、どのくらいの住民が参加されているの

か、伺います。 

●高橋みどりの推進部長  地域との意見交換に

ついてお答えいたします。 

 地域との意見交換は、トイレの廃止のみを目的

としたものではなくて、公園再整備の一環として

行ってきております。意見交換会の開催に当たり

ましては、周辺住民へのアンケート調査や周辺施

設へのヒアリング、トイレに関しては、利用者数

調査を行い、そうした結果も共有しながら意見交

換を行っております。 

 なお、参加者数につきましては、公園によって

異なりますが、平均すると10人程度となっており

ます。 

●佐藤 綾委員  今、相談されていることにつ

いてお聞きしましたけれども、公園の遊具の相談

も、機能更新ということですので、そこの中の一

つとしてトイレもあるということなのですけれど

も、先ほどお聞きしました地域との協議によって

存続とか整備が決まったところもあるということ

なのですけれども、そこの地域では具体的にどん

な要望があってこうなったのかとか、どんなやり

取りがあったのかとか、時間がかかったというこ

とはありましたでしょうか、その辺をお聞きした

いと思います。 

●高橋みどりの推進部長  地域との協議で存続

させた件が１件ございますけれども、地域に入っ

た中で、原則としては、ご説明した上で、やはり

地域の個別の事情としてここは必要なのだという

強いお声を頂戴する中で、我々もそれを受け止め

た上で判断して、ここは廃止しないで存置しよう

とするということで協議が調った案件でございま

す。 

●佐藤 綾委員  存続と整備、更新された公園

を私は調べましたけれども、やっぱり地域の中で

中心的な役割で、お祭りなんかもされていて、大

変親しまれている公園なのですね。だから、そう

いう声も強かったのかなというふうにも思います

し、大事にしなければいけないことなのではない

かというふうに思っています。 

 また、公園整備についての地域との協議の際に

は、災害のことも検討することが必要ではないか

と思いますのでお聞きしたいと思いますが、災害

時の公園施設の利用としてブラックアウトにより

水が出なかったところや地震で水道管がずれたな

ど、水飲み場やトイレの需要が多かったと、当時

の本市議会の中でも、公園の機能の発揮という面

での質疑がありました。 

 私の住む白石区でも、市営住宅で水が出なくな

り、公園から水を運んだと住民の方からお聞きし

ましたし、避難所となっていた美しが丘緑小学校

は断水して、隣接する近隣公園の水をトイレにも

使用したと。また、美しが丘小学校も、隣の街区

公園ですけれども、ここから水を運搬したとお聞

きしております。ご近所にお住まいの方も利用し

たということでした。 

 2018年の決算特別委員会で、我が党が災害時を

考慮した公園トイレの存廃の考え方について質問

したところ、廃止を前提に検討していく必要があ

ると考えており、その上で、現在検討中の具体的

な存廃の判断基準の策定に当たりましては、災害

時の利用についても判断要素の一つとして本当に

必要なものについては検討していきたいと考えて

いる、最終的には住民意見を踏まえた判断として

いきたいと考えているというご答弁でした。 

 そこで、お聞きいたしますが、住民との意見交

換やニーズ調査の際、胆振東部地震のときの公園

の水の利用やトイレの利用状況などもお聞きして

いるのか、伺います。 

 また、トイレの廃止がされた場合に、災害時に

どこのトイレや水場が利用できるか、そうしたこ

とも含めて検討することが災害時の備えとして必

要かと思いますが、実際に存廃の検討時にはどう

位置づけされているのか、伺います。 

●高橋みどりの推進部長  災害時のトイレの機
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能に関して、位置づけやその意見把握等について

お答えいたします。 

 災害時の公園の機能につきましては、市内の全

ての公園が避難所に位置づけられているというこ

とも踏まえまして、地域の意見をしっかり聞き取

りながら考えていくべきものと認識しておりま

す。 

 意見交換会におきましても、災害時の観点も含

めまして、広く市民の意見を取り入れながら考え

ております。 

 さきの能登の地震など、いろいろなことで注目

されておりますので、もちろん、これからの案件

についても、そういう災害の視点からの意見とい

うのは重く受け止めて意見交換をしていきたいと

思っております。 

●佐藤 綾委員  胆振東部地震で経験しました

けれども、本当に能登のような地震も起きかねな

いと思いますので、そういうことが現実に起きる

のだということをしっかり踏まえた協議の状況と

いうか、ちゃんと情報提供しての検討となるよう

にしていただきたいというふうに思っています。 

 また、地域で、マンションによっては、地下貯

水槽からポンプで圧送する給水方式の場合は停電

で出なくなる、また、水道管、下水も、今の上下

水道はそうなのですけれども、ずれて水が出なく

なるとか、流されないという可能性もありますの

で、地域の住宅がどういう状況なのかということ

も大事ではないかと思っておりますので、そうい

う適性を見ての判断も必要かというふうに思って

います。 

 そして、ほぼ全ての街区公園のトイレの廃止が

前提ですので、年間10か所くらいの整備件数を考

えているということですけれども、今年の予定を

入れると、この３年で13件廃止となって、１か所

は設備を更新して、１か所は更新しないままで残

すということになっておりますが、このペースだ

と１割を超えるくらいしか残らないというふうに

もなります。老朽化により整備される公園につい

て、配置バランスも考慮し、地域住民との話合い

で最終判断とされていますが、廃止というのが前

提であるために、費用の削減や、また、使う人が

いない、少ないというふうに言われると、本来考

慮すべき近隣住民以外での利用はどれくらいある

のか、また、タクシーの運転手が使うということ

も言われていますけれども、そういうことですと

か、また、なくなると災害時に困らないかなどの

検討が薄れてしまうのではないか、また、維持費

削減ということが強調される余りに行き過ぎた廃

止にならないか、それを懸念しております。 

 札幌市公園整備方針には、方針の成果を検証す

る必要があると、方針の成果検証について記され

ております。必要に応じてとされておりますが、

いつ頃の想定でおられるのか、伺います。 

●高橋みどりの推進部長  整備方針の成果検証

についてお答えいたします。 

 まず、街区公園のトイレの廃止につきまして

は、2022年度に最初の撤去を行ったところであり

まして、これまでの一件一件廃止したところ、そ

れから、委員のご指摘のとおり、存続したとこ

ろ、更新したところ、それぞれ一件一件の取組を

通じまして、課題の把握や検証などを行ってきて

おります。 

 それから、公園整備方針につきましては、その

上位計画であります2029年度までの計画となって

いるみどりの基本計画の次期改定に合わせて、街

区公園のトイレについても検証を行ってまいりた

いと考えております。 

●佐藤 綾委員  整備には期間もかかりますの

で、検証するのは一定の整備がされた頃になると

は思うのですけれども、廃止が前提となっている

街区公園について、ほぼ廃止ということになって

くると課題も出てくるのではないかと感じており

ます。 

 策定計画から４年目ですので、経費の削減のこ

とではなくて、廃止後の苦情や困り事はないのか

ということなども含めて、みどりの基本計画の策

定時に併せてということでしたので、もう二、三

年後になるのでしょうか、それくらいで検証が始



 

- 35 - 

まるかと思いますけれども、ぜひ、その後の公園

整備事業の検討や住民との協議で活用できるよう

にしていただくように申し上げまして、私の質問

を終わります。 

●藤田稔人委員  私からは、モエレ沼公園陸上

競技場の芝生の改修についてお伺いさせていただ

きます。 

 先日の代表質問にて、我が会派は、Ｊリーグ開

幕前キャンプの誘致について質問し、秋元市長か

ら、札幌市としては、競技場における市民利用の

影響も考慮しつつ、合宿受入れに向け、関心を持

つチームとの協議を積極的に進めるとのご答弁が

ございました。 

 また、今年から、日本クラブユースサッカー選

手権Ｕ15大会の全国大会が札幌近郊での開催とな

るなど、北海道、札幌の夏でも冷涼で湿気がな

く、サッカーに適した気候が求められておりま

す。 

 Ｊリーグ開幕前キャンプは、一度来ていただき

ましたら、恐らく毎年来ていただけるだろうと思

いますし、日本クラブユースサッカー選手権の全

国大会は、全国持ち回りではなく、札幌固定開催

ということになっておりますので、このような

サッカーの各種大会、合宿が来るということは、

千載一遇の大変重要な機会であると考えておりま

す。 

 しかしながら、札幌のサッカー関係者からは、

もともと芝生のサッカー場が慢性的に不足してい

ると言われており、Ｊリーグ開幕前キャンプや全

国大会でも使用できるサッカー場が限られてお

り、札幌だけでは賄い切れないというのが現状で

ございます。 

 このような中で、本来ならば活用したいと思う

のですが、整備不良等により活用されていないグ

ラウンドがあり、それがモエレ沼公園陸上競技

場、前田森林公園サッカー場、もみじ台緑地陸上

競技場、そして、豊平川緑地サッカー場でござい

ます。 

 これらの公園緑地のグラウンドについては、令

和４年度予算特別委員会において、再整備の機会

や施設の大規模改修の機会などを捉え、天然芝と

人工芝のどちらを採用するか判断していきたいと

考えているとご答弁をいただいております。 

 サッカー関係者からすると、一刻も早く芝生の

整備をしていただきたいというのが本音でござい

ます。 

 いずれの公園緑地のグラウンドも、大変残念な

がら、整備不良等によりサッカーの公式戦ではほ

とんど使用されていない現状でございます。 

 そこで、質問ですが、これらの公園緑地のグラ

ウンドの稼働率がどのような状況になっているの

かと併せて、市内公園及び白旗山競技場のグラウ

ンドの稼働率がどのような状況になっているの

か、お伺いさせていただきます。 

●鈴木みどりの管理担当部長  ご指摘の公園緑

地と併せまして、市内公園、そして、白旗山競技

場のグラウンドの令和５年度の稼働率についてお

答えいたします。 

 ご指摘の公園緑地の稼働率につきましては、天

然芝のモエレ沼公園が29％、土のグラウンドであ

る前田森林公園が36％、同じく土のグラウンドで

あるもみじ台緑地が49％で、同じく土のグラウン

ドの豊平川緑地が28％となっております。 

 これらのほかの公園の稼働率につきましては、

人工芝である屯田西公園が85％、そして、東雁来

公園が98％でありまして、また、天然芝の白旗山

競技場は64％となっております。 

●藤田稔人委員  東雁来や白旗山などに比べ

て、モエレ沼公園などのグラウンドは大変稼働率

が低いということでございました。 

 人工芝のグラウンドは大変稼働率が高く、そし

て、白旗山競技場でございますが、こちらは天然

芝ですので、恐らく、毎日毎日使うということで

はなくて、何日か期間を空けながら整備もしなけ

ればならないということで、そこは稼働率が若干

下がってしまうのはやむを得ないとは思っており

ます。 

 そういったことに比べまして、今回、天然芝の
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モエレ沼公園が稼働率29％ということでございま

すので、こちらは恐らく、サッカーだけではなく

て、陸上などの利用もあるということを考慮して

も、大変低い数字となっていると考えておりま

す。 

 さきに述べましたとおり、札幌には芝生の

フィールドが慢性的に不足しておりまして、こう

いったグラウンドもきれいに整備していただけれ

ば、我々サッカー関係者としてはぜひとも活用さ

せていただきたいと考えております。 

 特に、モエレ沼公園のグラウンドが整備されま

したら、市民利用はもちろんのこと、Ｊリーグ開

幕前キャンプや全国大会にはもってこいのロケー

ションであると考えております。こうした機会

は、監督やコーチ、選手をはじめとするチーム関

係者だけではなく、サポーターやメディアなども

お越しいただける機会でございますので、サッ

カー観戦と併せて観光することができるなど、大

変魅力的になると思います。 

 そこで、質問ですが、モエレ沼公園陸上競技場

の芝生の状態をどのように認識しているのか、ま

た、サッカー関係者は芝生の改修を心から期待し

ておりますが、改修のお考えについてお伺いさせ

ていただきます。 

●鈴木みどりの管理担当部長  モエレ沼公園陸

上競技場の芝生の状態の認識、そして、芝生の改

修についてお答えいたします。 

 現在、モエレ沼公園の陸上競技場の芝生の状態

につきましては、一部に枯れが見られたり、水は

けが悪く水たまりになりやすい場所などが見られ

まして、プレーしづらい状況にあると認識してお

ります。そのため、張り芝、砂入れ等の日常メン

テナンスを行っているところでございます。 

 今後の改修につきましては、維持管理しやすい

芝生、そして、その工法等を含めまして、できる

だけ早く検討を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

●藤田稔人委員  できるだけ早くというご答弁

でございましたので、ぜひとも早急な対応を求め

させていただきます。 

 モエレ沼公園の陸上競技場については、市民利

用はもちろんのこと、Ｊリーグ開幕前キャンプや

全国大会での活用も念頭にハイレベルなクオリ

ティーの芝生を整備し、数年後にまた整備不良と

は決してならないよう維持管理していただき、そ

して、願わくば、令和８年のＪリーグ秋春制移行

までに仕上げていただきたいと考えておりますの

で、ぜひともよろしくお願いいたします。 

 あわせて、前田森林公園サッカー場、もみじ台

緑地陸上競技場、豊平川緑地サッカー場も、稼働

率が高まるよう早急な改修を望んでおりますし、

モエレ沼公園の次は、ぜひとも前田森林公園も何

とか整備していただきたいと考えておりますの

で、ご対応をぜひともよろしくお願いいたしま

す。 

●丸山秀樹委員  私からは、厚別山本公園につ

いて質問をさせていただきます。 

 我が会派は、平成26年から造成工事が進められ

ております厚別区初の総合公園、厚別山本公園の

整備について、これまで議会で度々取り上げてま

いりました。 

 公園全体の完成にはまだ時間を要するものの、

整備を終えた箇所から、順次、供用が開始されて

おり、令和元年度にパークゴルフ場及び駐車場

が、続いて令和３年度に遊具広場がオープンして

おります。公園が郊外に位置しており、ごみ埋立

て処分場跡地という高台にあるために道路から見

えないという状況で、アクセスとしては決してい

いとは言えません。また、コロナ禍の影響で、公

園の魅力を十分に発信できなかったという部分も

あると思われ、公園の存在が市民にどれだけ認知

されているのか、また、どのくらい利用されてい

るのかが気になるところであります。 

 そこで、質問ですが、厚別山本公園の現在の利

用状況についてお伺いいたします。 

●高橋みどりの推進部長  厚別山本公園の現在

の利用状況についてお答えいたします。 

 公園の正確な利用者数は調査しておりませんけ
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れども、供用開始から５年が経過いたしまして、

利用者数は増加傾向にあるものと把握しておりま

す。 

 特に、市内最大級の規模を誇ります遊具広場が

非常に人気を博しており、天気のよい休日には約

160台の駐車場が満車になるなど、多くの市民に

利用されているところでございます。 

 なお、令和７年度からは、新たな駐車場、約

220台分を含む中央エントランスエリアがオープ

ンしますので、混雑が解消されるものと見込んで

おります。 

●丸山秀樹委員  遊具広場の魅力につきまして

は、ＳＮＳとかユーチューブでも数多くアップさ

れているようでございまして、答弁にもありまし

たように、市内最大規模の遊具広場の森をイメー

ジした大型複合遊具が多くの人に利用されている

ようでございます。 

 また、今、答弁にありましたように、駐車場問

題についても、令和７年には解決の見通しがあ

り、安心するところでございます。 

 令和５年１定の予算特別委員会での質問でも取

り上げさせていただきましたが、令和７年から新

たにオープンする中央エントランス広場内には、

スケートボードやＢＭＸ等ができるアクションス

ポーツ広場も含まれております。 

 今年のパリオリンピックではスケートボードの

種目で日本人が金メダルを獲得するなど、アク

ションスポーツの人気が高まっている一方で、市

内には練習できる場所が少なく、厚別山本公園に

寄せられる期待は大きいものと考えます。 

 大切なのは、整備後の運用方法であり、インス

トラクターによる体験教室などを開催するなど、

アクションスポーツ広場をより多くの人に利用し

てもらえるような取組が必要であると考えます。 

 そこで、質問ですが、アクションスポーツ広場

の利用促進に関する取組について、どのようにお

考えになっているのか、お伺いいたします。 

●高橋みどりの推進部長  アクションスポーツ

広場の利用促進についてお答えいたします。 

 アクションスポーツ広場につきましては、主に

初心者から中級者向けの整備内容としており、子

どもから大人まで幅広い利用者層を想定しており

ます。 

 委員がご指摘のとおり、より多くの人に利用し

ていただくためには、供用後の利用促進に関する

取組が重要と認識しております。 

 今後、公園の指定管理者や関係団体などとも連

携しまして、利用に当たってのルールやマナーの

周知や、用具の貸出し、体験教室の開催等、これ

らを検討していきたいと考えております。 

●丸山秀樹委員  利用マナーの啓発では、これ

までも滝野公園や五天山公園等にも利用に当たっ

ての禁止事項やお願い事項の周知に実例があり、

指定管理者やアクションスポーツ等の関連団体と

も連携していただいて、利用者の誰もが気持ちよ

く利用できるようにしていただくとともに、体験

教室のほか、オープニングも含めて、様々なイベ

ント開催も、ＳＮＳなども有効に活用し、企画実

行していただくことを要望したいと思います。 

 来年のアクションスポーツ広場のオープンに大

きな期待を寄せるものです。 

 厚別山本公園は、中央エントランスを境に北エ

リアと南エリアの二つに分かれております。北エ

リアの整備内容は、先ほどのアクションスポーツ

広場のほか、既に供用が開始されておりますパー

クゴルフ場や遊具広場であり、令和６年度で工事

が完了する予定であるということでございます。

一方、南エリアについては、令和７年度から工事

に着手する計画となっており、その整備内容に対

する期待も膨らむところであります。 

 既にさきの答弁でも多くの市民に利用されてい

る厚別山本公園のようでございますが、総合公園

としてさらなる魅力が加わることで、より多くの

人が厚別区を訪れるきっかけになるのではないで

しょうか。 

 そこで、質問ですが、南エリアの整備内容につ

いてお伺いいたします。 

●高橋みどりの推進部長  南エリアの整備内容
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についてお答えいたします。 

 南エリアの主な整備内容としましては、森の遊

び場とサイクルコースの二つを予定しています。 

 森の遊び場は、既存の樹林や草地の中に遊具等

の遊びの要素を設けた空間であり、サイクルコー

スは、起伏を設けたコース上の園路を自転車に

乗って走り、楽しむものでございます。 

 また、市民ニーズが高い施設として、炊事広場

の整備も検討しておりますが、厚別山本公園は、

ごみ埋立て処分場跡地であるということも踏まえ

て、有識者にその点も相談しながら検討している

ところでございます。 

●丸山秀樹委員  整備内容は、今お話がありま

したように、森の遊び場やサイクルコース、そし

て、新たにバーベキューなどができるような炊事

広場の整備なども検討しているということで、南

エリアの完成は非常に楽しみだということが分か

りました。 

 その一方で、メタンガス等の可燃性のガスの存

在が懸念材料であるということは確かであろうと

思われ、炊事広場については、やはり安全を第一

に考えていただく必要があるものと思います。 

 ガスの発生状況につきましては、丁寧な調査を

継続していただいて、有識者の意見を聞きなが

ら、火気使用の可否を慎重に判断していただくこ

とを要望させていただきたいと思います。 

 現在、厚別山本公園のアクセスは山本通のみで

すが、今後10年くらいをめどに、もみじ台通と山

本通が接続され、厚別山本公園の裏側のもみじ台

通側からも入場が可能になるものと思います。さ

らに、厚別山本公園周辺には、厚別高校や二つの

大きな社会福祉法人が近隣にございますので、そ

うした周辺施設との連携などで魅力アップにつな

げていただきたい、このように思うところです。 

 今日は天野副市長もおいでになっておられま

す。私は、公園の魅力の維持・向上には周辺環境

が重要な役割を果たすものと考えます。これは長

期展望になるかもしれませんが、厚別山本公園周

辺にレジャーのオプションとなるような、例え

ば、サッポロさとらんど周辺にサツラクやロイズ

があるように、周辺でも楽しめ、相乗効果をもた

らすような周辺環境の充実、整備を検討していた

だく必要があるのではないかとも考えています。 

 ぜひとも、地域に喜ばれるような周辺整備につ

いてもご検討いただくことを求めて、私の質問を

終わります。 

●小形香織委員  私は、９月26日の代表質問

で、樹冠で覆われる都心部、市街地づくりについ

て質問をさせていただきました。 

 樹冠というのは、背の高い樹木が枝を広げ、そ

して、葉を茂らせて横に広がっていく状態という

ことを指して言っております。今日は、都心部の

緑づくり推進について、より強化していただきた

いという立場から、三つ質問したいのと、最後に

は天野副市長にもお答えいただきたいと思ってお

ります。 

 2020年３月に策定したみどりの基本計画では、

施策の方向性の６番目として、都心の緑の増加と

価値の向上が掲げられ、昨年10月には、それに基

づいて都心のみどりづくり方針が策定されており

ます。 

 みどりの基本計画でも、市が毎年実施している

市民意識調査では、多くの市民が札幌を好きな理

由として、緑が多く自然が豊かという点を挙げて

いますが、都心における緑被率は高いとは言えな

い状況と記されておりますように、私も、都心部

の緑は豊かとは言い難い現状だと感じておりま

す。 

 そのような中で、本市は、緑化を推進するため

に緑保全創出地域制度というものを取り入れてお

ります。 

 そこでまず、この制度はどのような考え方で設

計されているのか、制度の概要等をお示しくださ

い。 

●鈴木みどりの管理担当部長  緑保全創出地域

制度の制定経緯やその考え方、そして、制度の概

要についてお答えいたします。 

 本市は、都市化の進展に伴いまして、緑の減少
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が問題となっていたことから、市、市民、事業者

が一体となりまして、緑豊かな都市環境を創出す

ることを目的に2001年に条例を制定いたしまし

て、これに基づきまして委員がお話の緑保全創出

地域制度を創設しております。 

 当制度は、市内全域を対象に、1,000平方メー

トル以上の敷地で建築物の建築や宅地の造成など

の土地を利用する際には、事業者に対しまして一

定の緑化を義務づけているところでございます。 

●小形香織委員  ただいまのご答弁では、

1,000平米以上の敷地で一定の緑化を確保しても

らいたいという目的でつくっておられるというこ

とでありました。 

 2022年５月に第２回定例会で我が党の代表質問

をしまして、そのときにも都心部の緑についてお

聞きしました。 

 当時、副市長は、都心部においては、植栽の種

類やボリュームなども勘案した緑化率を用い、市

街地再開発事業においては、標準的な基準値の３

割増しの値を採択基準としていると答弁されてお

ります。 

 そして、まちづくり政策局が担当する市街地再

整備事業では、今、鈴木部長がご答弁いただいた

緑保全創出地域制度を標準とした場合の３割増し

でやっていくのだということをご答弁されたとい

うふうに理解しております。 

 既に再開発が行われました北３条東11丁目のＪ

Ｒ苗穂駅の周辺のエリアだとか、駅前通のにぎわ

いの軸と言っているところに面した幾つかの再開

発だとか、市役所からすぐ近くの創世スクエアだ

とか、これらを見てみますと、３割増しという割

には、緑が豊かに茂っているとは非常に言いがた

い状況だというふうに感じております。 

 夏の暑い日に信号待ちのときに日陰に入りたい

と思っても、その樹木が細くて、枝の広がりもな

く、葉も少なくて、陰がほとんどできていないと

思います。 

 札幌の都心部は、みどりの基本計画でも緑化重

点地区となっております。再開発事業関連はまち

づくり政策局が所管することといたしましても、

緑豊かで魅力あふれるまち札幌の形成をリードす

るのは、みどりの推進部、みどりの管理担当部の

役割だと思っております。 

 ですから、次の質問をしたいと思うのですが、

新築、改築の際に緑化を義務づけて緑のエリアを

確保してもらうというだけではなくて、そのボ

リュームなどを増やしていく、こういうことが大

事だと思うのですけれども、緑保全創出地域制度

はどのような仕組みで緑の量やボリュームを増や

そうとされているのか、その内容について伺いま

す。 

●鈴木みどりの管理担当部長  緑保全創出地域

制度の仕組みの内容についてお答えいたします。 

 当該制度は、事業者が行う緑化面積の算出に当

たりまして、歩道沿いなど、人の目につきやすい

エリアへの植樹や樹冠の大きい高木の植樹を優遇

することで、より大きな緑を形成する仕組みでご

ざいます。このような仕組みを通じまして、ボ

リュームある緑空間の創出を誘導しているところ

でございます。 

●小形香織委員  高木を誘導していきたいとい

う考え方で設計されているということでありまし

た。高さ２メートル以上、４メートル未満だと面

積は５平米として緑地を換算しますとか、６メー

トル以上、10メートル未満の樹木の場合は換算面

積は10平米にしますとか、そういうふうにして緑

地を換算して、高い木のほうが緑地となる面積の

換算を広げていくという考え方だと思うのです。 

 しかし、高さも大事なのですけれども、幹周と

言うのですか、要するに幹の太さですね。こうい

うものも測っていく必要があるのではないかと思

うのです。 

 それから、針葉樹の場合は、どうしても一枚の

葉っぱの面積が非常に小さいですから、例えば、

ナラだとかブナだとかの広葉樹を推奨していくと

いうことを視点として持っていくことが大事なの

ではないかと思っております。 

 さきの代表質問では、緑化重点地区における樹
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冠の育成についてお聞きしたところ、高い樹木も

含めた多様な緑を活用していくことが望ましい、

そして、緑創出を誘導していくというふうにご答

弁されました。 

 とりわけ、都心部では、緑がどれだけ豊かにな

るか、樹冠で覆っていくという視点を、建てる設

計のときのみならず、その後の樹木の育成状態も

視野に持つ必要があると考えますがいかがか、お

考えを伺いたいと思います。 

●鈴木みどりの管理担当部長  制度に基づきま

した植栽後の樹木の維持管理といったことかと思

います。 

 本市では、緑保全創出地域によりまして、植栽

された樹木が将来にわたり健全に生育できるよう

に、適切な樹種の選定、育成空間の確保、そし

て、維持管理上の配慮、こういったものにつきま

しても事業者へ助言しているところでございま

す。 

 また、都心におきましては、事業者が緑保全創

出地域制度により義務づけられた緑化に加えまし

てさらに緑化を行う場合には、その費用の３分の

２を助成するさっぽろ都心みどりのまちづくり助

成といった制度も運用しているところでございま

す。 

 なお、当該制度は、事業者に対しまして植栽完

了後５年間は樹木等の育成及び管理に努めること

としているものでございます。 

●小形香織委員  できるだけ配慮してください

というお願いをしながら、さらに補助の制度もあ

りますというお知らせもしておられるということ

でありました。 

 樹冠で覆う仕組みをつくるためには、一つは、

今お答えいただいた緑保全創出地域制度、この内

容をもう少し樹冠で覆うという中身にしていくた

めに見直していく必要があるのではないかと思っ

ておりますし、また、再開発事業における緑の創

出というのは、単に緑保全創出地域制度の３割増

しというだけではなくて、どういう樹種を選定す

るのか、あるいは、樹木が育っていくためには、

やはり、根っこ、土が大事ですから、そういう土

の深さとか広さをどう確保してもらうのか、ある

いは、植えた後にどういうふうに樹木が生育して

いるか、こういうチェックなどが必要だと思って

おります。 

 このことは、建設局だけではなくて、まちづく

り政策局にも一緒に考えていただきたいと思って

いることなので、最後に、天野副市長にお聞きし

たいと思います。 

 天野副市長は、代表質問に対して、樹冠被覆率

も都市の緑化状態を図る様々な数値の一つとし

て、今後、活用してまいりたいというふうにご答

弁されました。緑保全創出地域制度は2001年のも

のですので、もっと緑豊かになるように、例え

ば、評価基準などの見直しを検討していくとか、

それらの３割増しを採択しているという再開発事

業で緑のボリュームをさらに創出できないものか

とか、その土の確保だとか、再開発を行った後の

樹木が育成されている状態、あるいは樹冠に覆わ

れるような都心部になっているかどうかという管

理の手法だとか、少し具体的な手だてについて副

市長にご采配いただくことを検討していただけな

いかと思っておりますけれども、いかがお考えで

しょうか。 

●天野副市長  札幌市では、これまで、緑化保

全創出地域制度、あるいは再開発時における補助

制度などを活用いたしまして、都心部を中心とし

た緑あふれるまちづくりについて促進をしてきて

いるところでございます。 

 これまで、2001年から緑保全創出地域制度を運

用してきているわけでございますが、その運用状

況ですとか維持管理面も踏まえながら、これまで

行ってきた助言、さらには見直す必要があるかな

どについて、今後、検討してまいりたいというふ

うに考えております。 

●小形香織委員  本市はこれから、ウオーカブ

ルなまちをつくろうというふうにされております

し、それから、何といっても、温暖化現象が進ん

でおりまして、ヒートアイランド現象に対する対
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策というものが非常に急がれると思っておりま

す。ですから、樹木を必要なグリーンインフラと

して豊かに育てていくということをぜひ推進して

いただきたいということを求めまして、私の質問

を終わります。 

●丸岡守幸委員長  以上で、第６項 公園緑化

費のうち建設局関係分の質疑を終了いたします。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、10月11日金曜日午後１時

から、病院局並びに保健福祉局関係のうち、総務

部、障がい保健福祉部及び保険医療部、国民年金

関係の質疑を行いますので、定刻までにご参集く

ださい。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      散 会 午後４時32分 


